
支

育てコンシェルジュ研

援

修を9回開催すること

係

により子育てコンシェ

3

ルジュの資質向上を図

2

ることができた。

　子

2

育てコンシェルジュの知名度を上げるとともに更なる資質の向上を図り、市民の利便性を上げることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 相談対応件数（件） 687 1,047 1,789 1,800 1,800
指標
活動 配置施設数（箇所） 44 43 43 44 44
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,688 7,916 7,920 8,191 合計 7,920,102 円
報酬 1,947,456 円

財
　
源

特定財源 5,124 6,598 6,600 6,825 職員手当等 405,080 円
報償費 78,000 円

一般財源 2,564 1,318 1,320 1,366 旅費 71,440 円
需用費 83,600 円

職員人件費　② 5,600 5,602 5,722 5,970 委託料 5,334,526 円

総事業費（①＋②） 13,288 13,518 13,642 14,161

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支

Ｄ

援事業
費補助金（県）

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　子育て世帯

評

の身近な場所で情報提

価

供や相談･

主
た
る
内
容

）

　子育て支援センター

刈

等、子どもや保護者の

谷

助言等を行うことで、

市

多様な教育・保育施設

事

身近な場所に職員を配

務

置し、幼児園や保育園

事

､
や地域の子育て支援

業

事業等の円滑な利用を

評

図 地域子育て支援事業

価

等の情報提供や相談・

シ

助
る｡ 言及び関係機関

ー

との連絡調整を行う。

ト

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

（

市子ども・子育て支援

様

事業計画

根拠法令 子ど

式

も・子育て支援法、刈

１

谷市子育てコンシェル

）

ジュ事業実施要領

対象

会

者 市民 事業期間 平成２

計

７年度 ～

実施方法 ■直

名

営　■委託　□指定管

担

理　□補助・助成　□

当

その他

部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

２年度実績 ３

会

年度実績 ４年度実績 ５

計

年度計画

子育てコンシ

子

ェルジュを配置 子育て

育

コンシェルジュを配置

て

子育てコンシェルジュ

コ

を配置 子育てコンシェ

ン

ルジュを配置
し、子ど

シ

もやその保護者が多 し

ェ

、子どもやその保護者

ル

が多 し、子どもやその

ジ

保護者が多 し、子ども

ュ

やその保護者が多
様な

事

教育・保育施設や地域

業

の 様な教育・保育施設

担

や地域の 様な教育・保

当

育施設や地域の 様な教

課

育・保育施設や地域の

子

子育て支援事業等を円

育

滑に利 子育て支援事業

て

等を円滑に利 子育て支

支

援事業等を円滑に利 子

援

育て支援事業等を円滑

課

に利
用できる支援を実

款

施した。 用できる支援

項

を実施した。 用できる

目

支援を実施した。 用で

担

きる支援を実施する。

当

　子育てに身近な43

係

施設に子育てコンシェ

子

ルジュを配置し、円滑

育

に相談できる体制を整

て

えた。

成果
　また、子



援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　子

令

ども・子育て支援法に

和

基づく事業であり、市

５

民が多様
・法的業務

高

年

い
な子育て支援サービ

度

スを効果的・効率的に

（

享受できるよう
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 にするため必要な事

４

業である。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

拠点施設だけでなく、

評

多岐にわたる子育て支

価

援関係施設
・コストの

）

節減、費用対効果
高い

刈

に本来の職務に兼務す

谷

る形で子育てコンシェ

市

ルジュを配置
効率性 ・

事

執行体制の効率性 する

務

ことにより、市民が身

事

近に相談できる体制を

業

整えてい
・手段の最適

評

性　など ることから効

価

率的な実施であるとい

シ

える。

　行政、地域、

ー

民間事業者の子育て支

ト

援サービスを総合的
・

（

市が主体となって実施

様

する
高い

に紹介、コー

式

ディネートする事業の

２

趣旨から行政が主体と

）

妥当性 　べき事業であ

会

るか なって実施すべき

計

事業である。
・総合計

名

画との整合性　など

　

担

あらゆる子育て支援施

当

策と連携し、各施策の

部

効率的な実

施策への ・

次

施策への貢献度
高い

施

世

と事業の周知を兼ねて

代

いることから貢献度が

育

高いといえ
・目標達成

成

度 る。
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

一

今後の方向性 ■拡充　

般

□現状維持　□改善・

会

効率化　□縮小　□終

計

期設定　□休止・廃止

子

　今後も市民が相談し

育

やすい体制整備に努め

て

、子育てコンシェルジ

コ

ュの知名度を上げると

ン

ともに、更なる資質の

シ

向上
を図る。

ェルジュ

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

事

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

業

価
　
∨

担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育て支



当係 子育て支

Ｃ
　
事
　
業
　

援

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

２年度 ３年度 ４年度 ５

3

年度 ４年度

（決算） （

2

決算） （決算） （予算

2

） 事業費内訳

事業費　① 702 857 548 647 合計 548,099 円
需用費 315,022 円

財
　
源

特定財源 464 574 378 320 役務費 47,550 円
委託料 163,455 円

一般財源 238 283 170 327 使用料及び賃借料 22,072 円

職員人件費　② 896 1,211 1,129 1,378

総事業費（①＋②） 1,598 2,068 1,677 2,025

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 福祉安全

基

和

本施策 次世代育成・子

４

育て支援
施策体系

施策

年

の内容 地域における子

度

育て支援

目
　
　
　
的

　

評

子育て広場、子育てサ

価

ークルへの貸館、病

主

）

た
る
内
容

　かりがね子

刈

育て支援センターの維

谷

持管理
児・病後児保育

市

を実施するため、かり

事

がね子
育て支援センタ

務

ーの管理・運営を行う

事

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

業

谷市子ども・子育て支

評

援事業計画

根拠法令 児

価

童福祉法　刈谷市子育

シ

て支援センター条例

対

ー

象者 主に未就園児及び

ト

その保護者 事業期間 平

（

成２４年度 ～

実施方法

様

■直営　□委託　□指

式

定管理　□補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事

世

　
業
　
実
　
績

２年度実

代

績 ３年度実績 ４年度実

育

績 ５年度計画

かりがね

成

子育て支援センター か

部

りがね子育て支援セン

一

ター かりがね子育て支

般

援センター かりがね子

会

育て支援センター
の運

計

営 の運営 の運営 の運営

か

・子育て広場「きらき

り

ら広 ・子育て広場「き

が

らきら広 ・子育て広場

ね

「きらきら広 ・子育て

子

広場「きらきら広
　場

育

」 　場」 　場」 　場」

て

・病児・病後児保育の

支

実施 ・病児・病後児保

援

育の実施 ・病児・病後

セ

児保育の実施 ・子育て

ン

サークルへの貸館
・病

タ

児・病後児保育の実施

ー

　各事業を実施し、子

運

育て支援の複合施設と

営

しての役割を担うこと

事

ができた。

成果

　施設

業

のさらなる有効活用の

担

ため、貸館の実施日数

当

を増やすための検討が

課

必要である。

課題

指標

子

名称（単位）
実績値 目

育

標値

２年度 ３年度 ４年

て

度 ５年度 ７年度

成果 利

支

用者数（人） 1,05

援

7 1,807 2,24

課

6 2,500 2,70

款

0
指標

指標

他市との
比

項

較検証

目 担



係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

令

の理由

・法的業務
必要

和

性 ・市民ニーズ、社会

５

需要
・市民生活上必要

年

である　など

・コスト

度

の節減、費用対効果
効

（

率性 ・執行体制の効率

令

性
・手段の最適性　な

和

ど

・市が主体となって

４

実施する
妥当性 　べき

年

事業であるか
・総合計

度

画との整合性　など

施

評

策への ・施策への貢献

価

度
・目標達成度

貢献度

）

・市民サービスへの効

刈

果　など

今後の方向性

谷

□拡充　□現状維持　

市

□改善・効率化　□縮

事

小　□終期設定　□休

務

止・廃止

事業評

Ｃ

価

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

シ

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

ー

∨

ト （様式２）

会計名 担当部 次世代育成部

一般会計
かりがね子育て支援センター運営事業

担当課 子育て支援課

款 項 目 担当



3

体的な支援を行うとと

2

もに、令和4年度より

2

利用範囲を拡充したサポーター派遣の支援制度の安

定運営を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 支援金支給件数（組） 14 14 15 20 20
指標
成果 健診サポーター派遣回数（回） ― 6 109 110 120
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 504 596 716 1,004 合計 715,950 円
報償費 128,400 円

財
　
源

特定財源 0 69 0 0 役務費 31,050 円
委託料 16,500 円

一般財源 504 527 716 1,004 扶助費 540,000 円

職員人件費　② 448 606 979 995

総事業費（①＋②） 952 1,202 1,695 1,999

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 次世代育成

和

・子育て支援
施策体系

４

施策の内容 地域におけ

年

る子育て支援

目
　
　
　

度

的

　多胎児養育家庭等

評

への経済的支援及び健

価

診

主
た
る
内
容

〇多胎児

）

養育家庭へおむつ等の

刈

養育に必要な
時の負担

谷

の軽減を図る。 　費用

市

を支援する。
　・対象

事

　
  　1歳を迎えた

務

多胎児を養育している

事

保護者
　・支援金　3

業

6,000円×（多胎

評

児の人数-1）
〇健診

価

時にサポーターを派遣

シ

し健診時の負担
　を軽

ー

減する。
　・対象
　　

ト

希望のあった多胎児及

（

び未就園の兄弟　
　　

様

（姉妹）を養育する保

式

護者

位
置
づ
け

関連計画

１

根拠法令

対象者 多胎児

）

等を養育する保護者 事

会

業期間 令和２年度 ～

実

計

施方法 ■直営　□委託

名

　□指定管理　■補助

担

・助成　□その他

当部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

般

年度実績 ３年度実績 ４

会

年度実績 ５年度計画

・

計

多胎児養育家庭に支援

多

金を ・多胎児養育家庭

胎

に支援金を ・多胎児養

家

育家庭に支援金を ・多

庭

胎児養育家庭に支援金

等

を
　支給した。 　支給

支

した。 　支給した。 　

援

支給する。
・希望のあ

事

った多胎児及び1歳・

業

希望のあった多胎児及

担

び未 ・希望のあった多

当

胎児及び未
　6か月未

課

満の兄弟（姉妹）を　

子

就園の兄弟（姉妹）を

育

養育 　就園の兄弟（姉

て

妹）を養育
　養育する

支

保護者に対し、健 　す

援

る保護者に対し、健診

課

時 　する保護者に対し

款

、健診時
　診時にサポ

項

ーターを派遣し 　にサ

目

ポーターを派遣した。

担

　にサポーターを派遣

当

する。
　た。

　条件を

係

満たす多胎家庭等に支

子

援金の支給と健診時に

育

サポーターを派遣する

て

ことで、経済的な支援

支

と身体的な支援を行う

援

成果
ことができた。

　

係

引続き経済的および身



2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　多胎児の

令

保護者は妊娠・出産・

和

育児をすることに伴う

５

、
・法的業務

高い
身体

年

的・精神的な負担や経

度

済的な問題が単胎児よ

（

りも多い
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 こと

和

から、多胎家庭への子

４

育て支援が求められて

年

いるため､
・市民生活

度

上必要である　など 必

評

要な事業である。

　支

価

援金支給により経済的

）

な支援と、健診サポー

刈

ター派遣
・コストの節

谷

減、費用対効果
高い

に

市

より身体的な支援を行

事

うことで、効率的な実

務

施であると
効率性 ・執

事

行体制の効率性 いえる

業

。
・手段の最適性　な

評

ど

　多胎児の出生率は

価

全体の約1％と低いた

シ

め、行政が主体と
・市

ー

が主体となって実施す

ト

る
高い

なって実施する

（

事業である。
妥当性 　

様

べき事業であるか
・総

式

合計画との整合性　な

２

ど

　今までとは異なる

）

子育て支援の内容であ

会

り、多胎家庭へ

施策へ

計

の ・施策への貢献度
高

名

い
の支援も多く求めら

担

れていることから、貢

当

献度が高いとい
・目標

部

達成度 える。
貢献度 ・

次

市民サービスへの効果

世

　など

今後の方向性 ■

代

拡充　□現状維持　□

育

改善・効率化　□縮小

成

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　健診サポータ

一

ーの認知度を上げると

般

ともに、利用者の利便

会

性の向上を図る。

計
多胎家

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

庭

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

等

評
　
価
　
∨

支援事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育て支援係

3



支

績値 目標値

２年度 ３年

援

度 ４年度 ５年度 ７年度

係

成果 おむつ費用助成利

3

用券配付率（％） 10

2

0.0 100.0 10

2

0.0 ― ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,489 7,058 4,858 0 合計 4,858,136 円
報償費 36,000 円

財
　
源

特定財源 0 4,588 4,858 0 扶助費 4,822,136 円

一般財源 2,489 2,470 0 0

職員人件費　② 597 757 678 0

総事業費（①＋②） 3,086 7,815 5,536 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　新型コロナ

評

ウイルス感染症の影響

価

下で生ま

主
た
る
内
容

　

）

4か月児健康診査を受

刈

診した新生児の保護者

谷

れた子どもをもつ家庭

市

に対して、おむつ費用

事

に対して5,000円

務

分のおむつ費用助成利

事

用券を
の一部を助成す

業

ることにより、経済的

評

負担の 配付する。
軽減

価

を図る。

位
置
づ
け

関連

シ

計画

根拠法令 刈谷市新

ー

生児おむつ臨時助成事

ト

業実施要綱

対象者 令和

（

2・3年度生まれの新

様

生児の保護者 事業期間

式

令和２年度 ～

実施方法

１

■直営　□委託　□指

）

定管理　□補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事

育

　
業
　
実
　
績

２年度実

成

績 ３年度実績 ４年度実

部

績 ５年度計画

令和2年

一

11月までに生まれた

般

新令和3年11月まで

会

に生まれた新（Ｒ3繰

計

越分） 　
生児の保護者

新

に対し、おむつ 生児の

生

保護者に対し、おむつ

児

令和3年12月～令和

お

4年3月に生　
費用助

む

成利用券を配付した。

つ

費用助成利用券を配付

臨

した。 まれた新生児の

時

保護者に対し､　
配付

助

件数　928件 配付件

成

数　961件 おむつ費

事

用助成利用券を配付 　

業

（Ｒ2繰越分） した。

担

　　　―――――――

当

令和2年12月～令和

課

3年3月に生配付件数

子

　480件
まれた新生

育

児の保護者に対し､
お

て

むつ費用助成利用券を

支

配付
した。
配付件数　

援

419件
　令和3年度

課

生まれの新生児の保護

款

者に対し、おむつ券を

項

配付し経済的な支援を

目

行うことができた。

成

担

果

　新生児の保護者に

当

対し、経済的支援とし

係

てのおむつ券配付を含

子

め、効果的な支援を検

育

討する必要がある。

課

て

題

指標名称（単位）
実



援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　新

令

型コロナウイルス感染

和

症対策としての事業で

５

あり、市
・法的業務

高

年

い
民が大変な状況下で

度

も安心して子育てを行

（

えるように必要
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 な事業である。
・市

４

民生活上必要である　

年

など

　子育てには欠か

度

せないおむつを購入す

評

るために利用でき
・コ

価

ストの節減、費用対効

）

果
高い

るおむつ券を配

刈

付することから、支援

谷

の手段の最適性は高
効

市

率性 ・執行体制の効率

事

性 い事業である。
・手

務

段の最適性　など

　市

事

内ドラッグストアや刈

業

谷薬業会との調整が必

評

要である
・市が主体と

価

なって実施する
高い

た

シ

め、行政が主体となっ

ー

て実施すべき事業であ

ト

る。
妥当性 　べき事業

（

であるか
・総合計画と

様

の整合性　など

　おむ

式

つ券を配付し、経済面

２

から子育て支援を行っ

）

ている

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

ことか

計

ら貢献度が高い事業で

名

ある。
・目標達成度

貢

担

献度 ・市民サービスへ

当

の効果　など

今後の方

部

向性 □拡充　□現状維

次

持　□改善・効率化　

世

□縮小　■終期設定　

代

□休止・廃止

　新型コ

育

ロナウイルス感染症等

成

の社会情勢の変化に合

部

わせて事業を検討して

一

いく必要がある。

般会計
新

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

生

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

児

評
　
価
　
∨

おむつ臨時助成事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育て支



係

動 おむつ費用助成利用

子

券配付率（％） ― 10

育

0.0 100.0
指標

て

活動
指標

他市との
比較

支

検証

援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 14,950 9,717 合計 14,950,477 円
需用費 34,752 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 9,717 役務費 1,256,430 円
委託料 840,356 円

一般財源 0 0 14,950 0 扶助費 12,818,939 円

職員人件費　② 0 0 678 0

総事業費（①＋②） 0 0 15,628 9,717

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安全

基本

和

施策 健康づくり
施策体

４

系
施策の内容 母子保健

年

の推進

目
　
　
　
的

　原

度

油価格や電気・ガス料

評

金を含む物価高騰

主
た

価

る
内
容

　新生児・乳幼

）

児を養育する親に対し

刈

、おむ
等に直面する子

谷

育て世帯に対して、お

市

むつ費 つ費用助成利用

事

券を交付する。
用の一

務

部を助成することによ

事

り、経済的負担 〇対象

業

者
の軽減を図る。 　令

評

和2年4月1日から令

価

和5年3月31日まで

シ

に生
　まれた新生児・

ー

乳幼児を養育する親
〇

ト

助成額
　新生児・乳幼

（

児1人につき5,00

様

0円

位
置
づ
け

関連計画

式

根拠法令 刈谷市新生児

１

・乳幼児おむつ臨時助

）

成事業実施要綱

対象者

会

令和2～4年度出生の

計

新生児・乳幼児の親 事

名

業期間 令和４年度 ～

実

担

施方法 ■直営　□委託

当

　□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

年度実績 ３年度実績 ４

新

年度実績 ５年度計画

　

生

　 令和2年4月から令

児

和4年11月ま（Ｒ4

・

繰越分）
　 　 でに生ま

乳

れた新生児及び乳幼 令

幼

和4年12月から令和

児

5年3月ま
　 　 児の保

お

護者に対し、おむつ費

む

でに生まれた新生児及

つ

び乳幼
　 　 用助成利用

臨

券を配付した。 児の保

時

護者に対し､おむつ費

助

用
　　　――――――

成

― 　　　――――――

事

― 配付件数　3,56

業

0件 助成利用券を配付

担

する。

　令和2～4年

当

度生まれの新生児・乳

課

幼児の保護者に対し、

子

おむつ券を配付し経済

育

的な支援を行うことが

て

できた。

成果

　新生児

支

・乳幼児の保護者に対

援

し、経済的支援として

課

のおむつ券配付を含め

款

、効果的な支援を検討

項

する必要がある。

課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２年度 ３年度

当

４年度 ５年度 ７年度

活



子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　物価高騰対策と

和

しての事業であり、市

５

民が大変な状況下
・法

年

的業務
高い

でも安心し

度

て子育てを行えるよう

（

に必要な事業である。

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要
・市民生活上

４

必要である　など

　子

年

育てには欠かせないお

度

むつを購入するために

評

利用でき
・コストの節

価

減、費用対効果
高い

る

）

おむつ券を配付するこ

刈

とから、支援の手段の

谷

最適性は高
効率性 ・執

市

行体制の効率性 い事業

事

である。
・手段の最適

務

性　など

　市内ドラッ

事

グストアや刈谷薬業会

業

との調整が必要である

評

・市が主体となって実

価

施する
高い

ため、行政

シ

が主体となって実施す

ー

べき事業である。
妥当

ト

性 　べき事業であるか

（

・総合計画との整合性

様

　など

　おむつ券を配

式

付し、経済面から子育

２

て支援を行っている

施

）

策への ・施策への貢献

会

度
高い

ことから貢献度

計

が高い事業である。
・

名

目標達成度
貢献度 ・市

担

民サービスへの効果　

当

など

今後の方向性 □拡

部

充　□現状維持　□改

次

善・効率化　□縮小　

世

■終期設定　□休止・

代

廃止

　物価高騰等の社

育

会情勢の変化に合わせ

成

て事業を検討していく

部

必要がある。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

新

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

生

価
　
∨

児・乳幼児おむつ臨時助成事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係



係

とができた。

　将来的

3

には国や県による広域

2

的な連携への取組みを

2

踏まえ、電子クーポン

母

等の効率的な給付方法

子

についても検討する必

保

要がある。
課題

指標名

健

称（単位）
実績値 目標

第

値

２年度 ３年度 ４年度

２

５年度 ７年度

活動 出産

係

応援給付金支給者数（人） ― 1,321 1,500 1,500
指標
活動 子育て応援給付金支給者数（人） ― 1,068 1,500 1,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 123,231 183,989 合計 123,230,782 円
役務費 252,882 円

財
　
源

特定財源 0 0 93,699 153,208 委託料 2,627,900 円
負担金、補助及び

一般財源 0 0 29,532 30,781 交付金 120,350,000 円

職員人件費　② 0 0 1,506 1,760

総事業費（①＋②） 0 0 124,737 185,749

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 出産・子育て応援交付金（国
）

６年度以降の事業費見込 0 出産・子育て応援事業費費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 福祉安全

基

和

本施策 次世代育成・子

４

育て支援
施策体系

施策

年

の内容 子どもが健やか

度

に育つ環境づくり

目
　

評

　
　
的

　妊娠期から出

価

産・子育てまで一貫し

）

て相談

主
た
る
内
容

〇伴

刈

走型相談支援
に応じる

谷

伴走型相談支援の充実

市

と経済的支援 　妊娠届

事

出時、妊娠8か月時、

務

出生届出後に面
を一体

事

として実施し、妊婦や

業

子育て家庭が安 　談を

評

実施し、様々なニーズ

価

に即した必要な
心して

シ

出産・子育てができる

ー

環境を整える。 　支援

ト

につなげる。
〇経済的

（

支援
　出産応援給付金

様

として妊娠届出時に5

式

万円、
　子育て応援給

１

付金として出生届出時

）

に5万円
　をそれぞれ

会

面談後に支給する。

位

計

置
づ
け

関連計画

根拠法

名

令 刈谷市出産・子育て

担

応援給付金支給要綱

対

当

象者 妊娠・出産をした

部

妊産婦等 事業期間 令和

次

４年度 ～

実施方法 ■直

世

営　□委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
出産

Ｂ
　
事
　
業

・

　
実
　
績

２年度実績 ３

子

年度実績 ４年度実績 ５

育

年度計画

　 　 ・伴走型

て

相談支援の実施 ・伴走

応

型相談支援の実施
　 　

援

・出産応援給付金の支

事

給 ・出産応援給付金の

業

支給
　 　 ・子育て応援

担

給付金の支給 ・子育て

当

応援給付金の支給
　 　

課

　　　―――――――

子

　　　―――――――

育

　経済的支援として、

て

令和4年4月以降に妊

支

娠・出産された方に対

援

し、給付金の支給を行

課

うことができた。また

款

伴走型相談

成果
支援と

項

して、妊娠届出時及び

目

生後4か月頃までに行

担

うあかちゃん訪問時に

当

保健師や助産師が面談

係

を実施したほか、妊娠

子

8か

月ごろの妊婦に対

育

してアンケートを送付

て

し、必要に応じて面談

支

を実施することで切れ

援

目のない支援を行うこ



3 2 2 母子保健第２係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

令

の理由

　国の出産・子

和

育て応援交付金事業に

５

基づく事業であり、
・

年

法的業務
高い

全ての妊

度

婦・子育て世帯が安心

（

して出産・子育てがで

令

きる
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要 ようにす

４

るために必要な事業で

年

ある。
・市民生活上必

度

要である　など

　将来

評

的には国や県による広

価

域的な連携への取組み

）

を踏ま
・コストの節減

刈

、費用対効果
普通

え、

谷

電子クーポン等の効率

市

的な給付方法について

事

も検討す
効率性 ・執行

務

体制の効率性 る必要が

事

ある。
・手段の最適性

業

　など

　伴走型相談支

評

援と経済的支援を一体

価

的に実施し、継続的
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

に実施する、

ト

という本事業の趣旨及

（

び目的に鑑み、全ての

様

妥当性 　べき事業であ

式

るか 市町村で実施する

２

ことが求められている

）

。
・総合計画との整合

会

性　など

　全ての妊婦

計

・子育て世帯が安心し

名

て出産・子育てができ

担

施策への ・施策への貢

当

献度
高い

るようにする

部

ための事業であり、施

次

策への貢献度は高い。

世

・目標達成度
貢献度 ・

代

市民サービスへの効果

育

　など

今後の方向性 □

成

拡充　□現状維持　■

部

改善・効率化　□縮小

一

　□終期設定　□休止

般

・廃止

　妊娠期から出

会

産・子育てまで一貫し

計

て身近で相談に応じ、

出

様々なニーズに即した

産

必要な支援につなぐ伴

・

走型の相談
支援を充実

子

し、安心して出産・子

育

育てができる環境整備

て

を推進する必要がある

応

。また将来的には国や

援

県による広域的
な連携

事

への取組みを踏まえ、

業

電子クーポン等の効率

担

的な給付方法について

当

も検討する必要がある

課

。

子育て

Ｃ
 
　
Ｈ

支

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

援

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 子育て支援係



・

 1,423人 ・1歳

第

6か月児健診　 1,

2

316人 ・1歳6か月

係

児健診　 1,284

4

人 ・母乳相談(毎月3

1

回)、健康相
・3歳児

2

健診　　　　1,396人 ・3歳児健診　　　　1,420人 ・3歳児健診　　　　1,327人 　談及び家庭訪問は、希望者
・育児相談106人・訪問824人 ・育児相談 14人・訪問600人 ・訪問　　　　　　　 754人 　及び要支援者に対して実施
・離乳食講習会　 　　165組 ・離乳食講習会　 　　163組 ・離乳食講習会　 　　206組 　する｡
・母乳相談　　　　 　 69人 ・母乳相談　　　　 　 58人 ・母乳相談　　　　 　 56人

　新型コロナウイルス感染症の影響により事業の実施方法の一部変更や、感染予防対策を行いながら健康診査を始めとす

成果
る事業を実施することができた。

　未受診者については、継続して電話連絡することや、地区担当保健師の日中及び夜間訪問の他、関係部署との連携によ

り、未把握の未受診者を減らすことができた。

　新型コロナウイルス感染症対応のため、乳幼児健康診査会場における受診者数が密にならない対策を取っていることに

より、集団における乳幼児の他児との関わり方を確認する機会が少なくなっている。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 保健センターでの4か月児健康診査受診率（％） 98.6 97.2 98.4 100.0 100.0
指標
成果 保健センターでの3歳児健康診査受診率（％） 95.3 100.0 99.7 100.0 100.0
指標

安城市　

Ｄ

4か月健康診査受診率

　

　98.7％　　　3

　

歳児健康診査受診率　

　

 99.6％　 （令

Ｏ

和3年度）
他市との 知

　

立市  4か月健康診

　

査受診率　98.0％

∧

　　　3歳児健康診査

　

受診率　 98.7％

　

   （令和3年度）

実

比較検証

　
　
施
　
　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 192,267 200,563 187,447 207,407 合計 187,446,678 円
需用費 2,508,558 円

財
　
源

特定財源 5,980 6,355 5,930 5,930 役務費 2,279,973 円
委託料 176,011,200 円

一般財源 186,287 194,208 181,517 201,477 使用料及び賃借料 660,000 円
扶助費 5,986,947 円

職員人件費　② 21,353 17,489 23,642 25,335

総事業費（①＋②） 213,620 218,052 211,089 232,742

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 母子保健衛生費国庫補助金

６年度以降の事業費見込 0

令和５

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 福祉安全

基本施策 健

和

康づくり
施策体系

施策

４

の内容 母子保健の推進

年

目
　
　
　
的

　将来を担

度

う子どもたちとその母

評

親の健全な

主
た
る
内
容

価

〇妊娠期から育児期に

）

おける健康診査や健康

刈

育成を目指す。 　教育

谷

等を実施する。
〇医療

市

機関委託による妊産婦

事

、乳児健康診査､
　新

務

生児聴覚検査及び保健

事

センターで実施す
　る

業

4か月児健康診査等の

評

乳幼児健康診査、面
　

価

接相談、電話相談、家

シ

庭訪問等を実施する｡

ー

位
置
づ
け

関連計画 健康

ト

日本21かりや計画、

（

刈谷市子ども・子育て

様

支援事業計画

根拠法令

式

母子保健法

対象者 市民

１

（妊産婦、乳幼児およ

）

び保護者） 事業期間 ～

会

実施方法 ■直営　■委

計

託　□指定管理　□補

名

助・助成　□その他

担当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

一

２年度実績 ３年度実績

般

４年度実績 ５年度計画

会

・妊婦健康診査  　

計

18,309件 ・妊婦

母

健康診査  　19,

子

199件 ・妊婦健康診

健

査  　17,612

康

件 ・妊産婦・乳児健康

診

診査は、
・産婦健康診

査

査　　 2,196件

等

・産婦健康診査　　 

事

2,408件 ・産婦健

業

康診査　　 2,20

担

8件 　医療機関委託に

当

て実施する｡
・乳児健

課

康診査　 　2,26

子

0件 ・乳児健康診査　

育

 　2,336件 ・乳

て

児健康診査　 　2,

支

303件 ・定期の乳幼

援

児健診は、毎月
・新生

課

児聴覚検査 　1,0

款

70人 ・新生児聴覚検

項

査 　1,186人 ・

目

新生児聴覚検査 　1

担

,089人 　各3回ず

当

つ保健センターにて
・

係

4か月児健診　　  

母

1,400人 ・4か月

子

児健診　　  1,3

保

59人 ・4か月児健診

健

　　  1,345人

第

　実施する。　　　　

1

・1歳6か月児健診　



第2係

4 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

母子保健法に規定され

和

ており、母親、乳児、

５

幼児の健康
・法的業務

年

高い
の保持増進のため

度

に、市が実施主体とな

（

って行う必要があ
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 る。
・市民生活上

４

必要である　など

　健

年

康診査の種類により、

度

集団または個別方式に

評

より適正
・コストの節

価

減、費用対効果
普通

な

）

手段で実施し、必要な

刈

事例については支援に

谷

繋ぐことが
効率性 ・執

市

行体制の効率性 できて

事

いる。
・手段の最適性

務

　など

　母子保健法に

事

規定されている健康診

業

査であり、すべての
・

評

市が主体となって実施

価

する
高い

子どもが、健

シ

やかに成長する社会の

ー

実現のための事業であ

ト

妥当性 　べき事業であ

（

るか る。また、総合計

様

画においても、健康づ

式

くりの施策の内容
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど のひとつとして、母

会

子保健の推進がうたわ

計

れている。

　総合計画

名

の基本方針の達成のた

担

めに、母子保健の推進

当

は

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

基本的なも

次

のである。個別にきめ

世

細かな支援をしており

代

、
・目標達成度 増減は

育

あるものの目標値には

成

近づいている。
貢献度

部

・市民サービスへの効

一

果　など

今後の方向性

般

□拡充　□現状維持　

会

■改善・効率化　□縮

計

小　□終期設定　□休

母

止・廃止

　母子保健の

子

推進に向け、各種健康

健

診査受診率の向上を図

康

るための方策の検討と

診

未受診者の把握及び必

査

要な事例につ
いては、

等

今後も継続して関係部

事

署と連携して対応する

業

ことが必要とされてい

担

る。
　産婦健康診査の

当

拡充により、出産後の

課

母親の心身の不調を早

子

期に把握できるように

育

なったことから、あか

て

ちゃん訪
問や産後ケア

支

事業、産後ホームヘル

援

パー派遣事業などの母

課

子保健事業が、適切な

款

時期に受けられ支援に

項

繋がる体制を
さらに整

目

備していくことが必要

担

である。

当係 母

Ｃ

子

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

保

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

健

∨

第1・



母

118件 　　　　　　

子

　　 　　103件 　

保

　　　　　　　　　 

健

112件 　　　　　　

第

　　　　 120件
　

2

　　 　
　　　

　妊娠届

係

出時、必ず妊婦または

4

家族と面接し、妊婦に

1

合わせた子育て支援情

2

報を提供するほか、相談窓口の周知を行うと

成果
ともに、必要な場合は、地区担当保健師による継続支援を実施した。

　課内の役割分担と支援方法を検討し、子育て家庭に寄り添った伴走型相談支援を充実させる必要がある。

　指標である『育てにくさを感じた時の相談先を知っている人の割合』が減少傾向であるため、相談窓口の周知方法につ
課題

いて検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 育てにくさを感じた時の相談先を知っている人の割 81.7 79.7 72.2 83.0 84.0
指標 合（％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 776 537 456 657 合計 455,783 円
需用費 152,896 円

財
　
源

特定財源 394 444 380 537 役務費 302,887 円

一般財源 382 93 76 120

職員人件費　② 17,247 13,741 19,388 18,906

総事業費（①＋②） 18,023 14,278 19,844 19,563

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子

Ｄ

ども・子育て支援交付

　

金
（国）

６年度以降の

　

事業費見込 0 地域子ど

　

も・子育て支援事業
費

Ｏ

補助金（県）

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 福祉安全

基本

和

施策 健康づくり
施策体

４

系
施策の内容 母子保健

年

の推進

目
　
　
　
的

　妊

度

娠期から子育て期にわ

評

たる様々なニーズ

主
た

価

る
内
容

　妊娠期から子

）

育て期にわたる多様な

刈

育児相
に対し、総合的

谷

相談支援を提供し、切

市

れ目の 談等に対応する

事

。また、乳幼児健康診

務

査等の
ない支援体制の

事

強化を図る。 結果によ

業

り支援が必要なケース

評

に対し、電話
や訪問等

価

で支援を行う。

位
置
づ

シ

け

関連計画 子ども・子

ー

育て支援事業計画

根拠

ト

法令 母子保健法、児童

（

福祉法、まち・ひと・

様

しごと創生法、子ども

式

・子育て支援法

対象者

１

妊産婦及び乳幼児を持

）

つ保護者等 事業期間 平

会

成２８年度 ～

実施方法

計

■直営　□委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２年度実

般

績 ３年度実績 ４年度実

会

績 ５年度計画

・妊娠子

計

育て応援室来所者数 ・

妊

妊娠子育て応援室来所

娠

者数 ・妊娠子育て応援

・

室来所者数 ・妊娠子育

出

て応援室来所者数
　　

産

　　　　　　 延べ3

・

68人 　　　　　　　

子

 　延べ460人 　　

育

　　　　　　 延べ4

て

24人 　　　　　　　

包

　 延べ400人
・面

括

接相談　　   　1

支

,883件 ・面接相談

援

　　 　　2,050

事

件 ・面接相談　　　 

業

　1,953件 ・面接

担

相談　　　 　2,0

当

00件
・電話相談  

課

       2,0

子

86件 ・電話相談　　

育

　 　2,163件 ・

て

電話相談　　　　 2

支

,097件 ・電話相談

援

　　　　 2,000

課

件
・若年妊婦支援計画

款

立案数 ・若年妊婦支援

項

計画立案数 ・若年妊婦

目

支援計画立案数 ・若年

担

妊婦支援計画立案数
 

当

          

係
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4 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　母子保健法や子

和

ども・子育て支援法等

５

に規定されている
・法

年

的業務
高い

事業である

度

。核家族の増加により

（

、妊娠期から子育て期

令

に
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 おける不安

４

の軽減や虐待予防の視

年

点から切れ目のない支

度

援
・市民生活上必要で

評

ある　など が必要とさ

価

れる。

　支援を必要と

）

する人を妊娠届出時に

刈

把握をし、対象者に
・

谷

コストの節減、費用対

市

効果
普通

応じた支援方

事

法を検討している。
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

業

ど

　子ども・子育て支

評

援法に規定されている

価

。
・市が主体となって

シ

実施する
高い妥当性 　

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　育児不安等の解消

様

を図り、子どもが健や

式

かに生まれ育つ

施策へ

２

の ・施策への貢献度
高

）

い
環境づくりに貢献し

会

ている。
・目標達成度

計

貢献度 ・市民サービス

名

への効果　など

今後の

担

方向性 □拡充　■現状

当

維持　□改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

次

　□休止・廃止

 「妊

世

娠・子育て応援室」の

代

利用者や電話相談は、

育

毎年一定数あり、市民

成

に定着してきている。

部

相談しやすい環境を整

一

えるとともに関係部署

般

・医療機関等との連携

会

体制を構築し、妊娠期

計

から子育て期まで切れ

妊

目のない伴走型相談支

娠

援を
行い、市民サービ

・

スの向上を図っていく

出

。

産・子

Ｃ
 
　
Ｈ

育

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

て

　
∧
　
評
　
価
　
∨

包括支援事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母



2

利用日数ともに増加傾向である。

　宿泊型、日帰り型について、利用しやすい申請方法や利用者負担額を検討していく必要がある。アウトリーチ型の実施

についてや、利用者の減免について、国の動向を確認しながら検討していく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 延べ利用者数（人） 16 36 57 60 65
指標
成果 指定医療機関及び助産院数（箇所） 7 10 10 10 12
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 840 1,585 2,137 2,577 合計 2,136,750 円
委託料 2,136,750 円

財
　
源

特定財源 420 792 1,068 1,288

一般財源 420 793 1,069 1,289

職員人件費　② 4,405 4,618 4,969 5,434

総事業費（①＋②） 5,245 6,203 7,106 8,011

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 母子保健衛生費国庫補助金
（国）

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 母子保

４

健の推進

目
　
　
　
的

　

年

出産後の母子に対して

度

、心身のケアや育児

主

評

た
る
内
容

　産後の体調

価

や育児に不安がある出

）

産後1年未
のサポート

刈

を行い、産後も安心し

谷

て子育てが 満の産婦と

市

その子どもを対象に、

事

市が委託契
できる支援

務

体制を確保し、産後う

事

つの予防や 約した医療

業

機関等に最長7日間入

評

院又は日帰り
乳児への

価

虐待予防等を図る。 で

シ

、心や身体のケアや育

ー

児指導等を受ける。

位

ト

置
づ
け

関連計画 子ども

（

・子育て支援事業計画

様

根拠法令 母子保健法

対

式

象者 1歳未満の産婦と

１

その乳児 事業期間 令和

）

元年度 ～

実施方法 □直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２年度実績 ３

一

年度実績 ４年度実績 ５

般

年度計画

・宿泊型延べ

会

利用者数  11人 ・

計

宿泊型延べ利用者数 

産

 23人 ・宿泊型延べ

後

利用者数  24人 ・

ケ

宿泊型延べ利用者数 

ア

 25人
　　総利用日

事

数　　　  45日 　

業

　総利用日数 　　 

担

  91日 　　総利用

当

日数　　  　93日

課

　　総利用日数　　　

子

 105日
・日帰り型

育

延べ利用者数 5人 ・

て

日帰り型延べ利用者数

支

13人 ・日帰り型延べ

援

利用者数33人 ・日帰

課

り型延べ利用者数35

款

人
　　総利用日数　　

項

　  10日 　　総利

目

用日数　　    2

担

5日 　　総利用日数　

当

　　  63日 　　総

係

利用日数　　　  8

母

4人

　体調や育児に不

子

安のある母親等に対し

保

、産科医療機関等にお

健

いて身体的及び心理的

第

なケアを提供すること

２

により、育児

成果
不安

係

や疲労の軽減を図るこ

4

とができた。市民への

1

周知が進み、利用者、



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　出産後の産婦

令

は身体的・心理的負担

和

が大きいため、医療
・

５

法的業務
高い

機関等に

年

おいて専門職に指導を

度

受けられるというニー

（

ズが
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 高く、母

和

子保健法上に規定され

４

た事業である。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　育児や体調に不安

評

のある産婦を対象に、

価

市内外の医療機
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
関等に委託して事

谷

業を実施している。市

市

民のニーズに合っ
効率

事

性 ・執行体制の効率性

務

た委託機関と利用調整

事

を行っている。
・手段

業

の最適性　など

　母子

評

保健法に規定されてい

価

る。
・市が主体となっ

シ

て実施する
高い妥当性

ー

　べき事業であるか
・

ト

総合計画との整合性　

（

など

　出産後の産婦の

様

心身の負担や育児不安

式

の軽減に役立つ事

施策

２

への ・施策への貢献度

）

高い
業である。

・目標

会

達成度
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

名

今後の方向性 ■拡充　

担

□現状維持　□改善・

当

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

次

　産後ケア事業は、そ

世

の形態により産科医療

代

機関に宿泊して心身の

育

ケアや育児の指導を受

成

ける『宿泊型』、日帰

部

りで
ケア等を受ける『

一

日帰り型』、自宅にお

般

いてケア等を受ける『

会

アウトリーチ型』の3

計

つに分けられる。平成

産

31年度は宿
泊型のみ

後

で委託先の産科医療機

ケ

関は2か所で実施して

ア

きたが、令和2年度か

事

らは日帰り型を追加し

業

、産科医療機間数は7

担

か所に増やして拡充、

当

実施した。令和3年度

課

は市民の利便性を図る

子

ため、対象者を産後1

育

年未満に拡大するとと

て

もに､医
療機関数を1

支

0か所に増やして実施

援

した。
　今後は、利用

課

者負担額や、アウトリ

款

ーチ型の実施について

項

検討を行う必要がある

目

。

担当係

Ｃ
 
　
Ｈ

母

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

子

　
∧
　
評
　
価
　
∨

保健第２係

4 1 2



4

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 定期予防接種延べ人数（人） 37,656 35,270 38,526 38,000 38,000
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 436,768 413,212 460,863 497,511 合計 460,862,557 円
旅費 1,720 円

財
　
源

特定財源 1,560 1,605 1,737 1,755 需用費 1,711,471 円
役務費 2,914,828 円

一般財源 435,208 411,607 459,126 495,756 委託料 445,436,795 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 17,247 12,189 13,628 16,916 交付金 5,060,440 円
扶助費 5,737,303 円

総事業費（①＋②） 454,015 425,401 474,491 514,427

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 予防接種事故対策費補助金
（県）

６年度以降の事業費見込 0 風しんワクチン接種事業費補
助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

令

本施策 健康づくり
施策

和

体系
施策の内容 予防接

４

種と感染症対策

目
　
　

年

　
的

　乳幼児、児童及

度

び生徒等の健康保持の

評

ため

主
た
る
内
容

○ヒブ

価

、小児用肺炎球菌、4

）

種混合等の定期予
予防

刈

接種を実施することに

谷

より、麻しん・風 　防

市

接種を実施する。
しん

事

を始めとする各種疾病

務

の予防を図る。 ○おた

事

ふくかぜ等の任意予防

業

接種費用の一部
　助成

評

を行う。

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令 予防接

シ

種法

対象者 市民（20

ー

歳未満） 事業期間 ～

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

次

年度実績 ３年度実績 ４

世

年度実績 ５年度計画

・

代

定期予防接種　　 3

育

7,656人・定期予

成

防接種　　 35,2

部

70人・定期予防接種

一

　   38,526

般

人・予防接種法に定め

会

られた定
・任意予防接

計

種 ・任意予防接種 ・任

予

意予防接種 　期予防接

防

種を実施する。
　　ロ

接

タウイルス　　1,5

種

64人　　おたふくか

事

ぜ　　1,994人　

業

　おたふくかぜ　  

担

2,238人・おたふ

当

くかぜ予防接種費用
　

課

　おたふくかぜ　　2

子

,241人　　大人の

育

風しん　　　 58人

て

　　大人の風しん　　

支

　 89人　等の一部

援

助成を実施する。
　　

課

大人の風しん　　　 

款

94人・大人の風しん

項

抗体検査 34人・大

目

人の風しん抗体検査 

担

34人
・大人の風しん

当

抗体検査 55人
　　

係

　　　　　　　　　　

母

　予防接種を実施する

子

ことにより、感染症や

保

疾患を予防することが

健

できた。

成果

　予防接

第

種の種類によっては接

2

種率の低いものもある

係

ため、予防接種の重要

4

性を周知し接種率を向

1

上させる必要がある。



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　予防接種法で

令

定められた事業であり

和

、感染症の発症及び
・

５

法的業務
高い

蔓延を防

年

ぐために必要不可欠で

度

ある。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

令

生活上必要である　な

和

ど

　接種を受けやすい

４

ように、医療機関個別

年

接種方式で実施
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

普通
している。

効率性

価

・執行体制の効率性
・

）

手段の最適性　など

　

刈

予防接種法上、市が実

谷

施主体と定められてい

市

る。
・市が主体となっ

事

て実施する
高い妥当性

務

　べき事業であるか
・

事

総合計画との整合性　

業

など

　市民の健康保持

評

のために貢献している

価

。

施策への ・施策への

シ

貢献度
高い・目標達成

ー

度
貢献度 ・市民サービ

ト

スへの効果　など

今後

（

の方向性 □拡充　■現

様

状維持　□改善・効率

式

化　□縮小　□終期設

２

定　□休止・廃止

　今

）

後も市民の健康保持の

会

ため、適切な時期に予

計

防接種を受けることの

名

重要性を周知し、継続

担

して事業を実施する。

当部 次世

Ｃ
 
　
Ｈ
 

代

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

育

∧
　
評
　
価
　
∨

成部

一般会計
予防接種事業

担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母子保健第2係

4 1 4



担

抑えるとともに、子育

当

て世代の負担軽減を図

係

ることができた。

　令

母

和4～5年の秋冬にか

子

けては、昨年度よりも

保

感染者は増えたが、大

健

きな流行はみられなか

第

った。手洗い・うがい

２

といっ

た健康的な生活

係

習慣が浸透したことも

4

要因と推測されるが、

1

予防接種の効果による

4

ものかどうか、検証はできていない。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 インフルエンザ予防接種費助成延べ回数（回） 20,969 15,101 15,176 ― ―
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,969 15,180 15,176 0 合計 15,176,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 2,299 0 15,176 0 交付金 15,176,000 円

一般財源 18,670 15,180 0 0

職員人件費　② 1,493 1,590 2,259 0

総事業費（①＋②） 22,462 16,770 17,435 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

度

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

（

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

令

要

総合計画
分野 福祉安

和

全

基本施策 健康づくり

４

施策体系
施策の内容 予

年

防接種と感染症対策

目

度

　
　
　
的

　新型コロナ

評

ウイルス感染症の影響

価

等を踏ま

主
た
る
内
容

〇

）

対象者及び助成回数
え

刈

、子どものインフルエ

谷

ンザ予防接種に要す 　

市

生後6か月から小学校

事

6年生まで　2回
る費

務

用の一部を助成するこ

事

とにより、子育て 　中

業

学生　　　　　　　　

評

　　　　1回
世帯の経

価

済的負担の軽減及びイ

シ

ンフルエンザ 〇助成期

ー

間　
と新型コロナウイ

ト

ルス感染症が同時流行

（

した 　令和4年10月

様

1日から令和5年1月

式

31日まで
場合におけ

１

るリスクの低減を図る

）

。 〇助成額
　1回につ

会

き1,000円

位
置
づ

計

け

関連計画

根拠法令

対

名

象者 刈谷市民 事業期間

担

令和４年度 ～ 令和４年

当

度

実施方法 □直営　■

部

委託　□指定管理　□

次

補助・助成　□その他

世代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

イ

績

２年度実績 ３年度実

ン

績 ４年度実績 ５年度計

フ

画

・生後6か月から小

ル

学校6年生 ・生後6か

エ

月から小学校6年生 ・

ン

生後6か月から小学校

ザ

6年生 　
　まで 　まで

予

　まで 　
      

防

       1回目

接

　9,760回　　　

種

　　　1回目　7,1

費

40回 　　　　　　1

臨

回目　7,159回 　

時

　　        

助

 2回目　9,475

成

回　　　　　　2回目

事

　6,886回 　　　

業

　　　2回目　6,7

担

52回 　
・中学生　　

当

　　　　1,734回

課

・中学生　　　　 　

子

1,075回 ・中学生

育

　　　　 　1,26

て

5回 　　　―――――

支

――

　生後6か月から

援

小学校6年生まで及び

課

中学生を対象にインフ

款

ルエンザ予防接種費用

項

の助成を行い、インフ

目

ルエンザの流行

成果
を



当係 母子保健第２係

4 1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

令

評価の理由

　任意予防

和

接種ではあるが、イン

５

フルエンザの流行によ

年

り
・法的業務

普通
学級

度

閉鎖等の事態も起こる

（

ため、予防接種に対す

令

る市民の
必要性 ・市民

和

ニーズ、社会需要 ニー

４

ズがある。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

インフルエンザ予防接

評

種は、ワクチンが毎年

価

替わるため
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

継続しての接種が必要

谷

であるが、対象者は、

市

かかりつけ医
効率性 ・

事

執行体制の効率性 ある

務

いは市内の医療機関を

事

選択して予約を取り、

業

接種を受
・手段の最適

評

性　など けることが可

価

能である。

　インフル

シ

エンザの流行が抑えら

ー

れても、予防接種の効

ト

果
・市が主体となって

（

実施する
普通

によるも

様

のか、健康的な生活習

式

慣による影響が大きい

２

のか､
妥当性 　べき事

）

業であるか 検証は非常

会

に難しい。
・総合計画

計

との整合性　など

　接

名

種費用を助成すること

担

により、子育て世代の

当

経済的負

施策への ・施

部

策への貢献度
普通

担の

次

一部軽減を図ることが

世

できる。
・目標達成度

代

貢献度 ・市民サービス

育

への効果　など

今後の

成

方向性 □拡充　■現状

部

維持　□改善・効率化

一

　□縮小　□終期設定

般

　□休止・廃止

　令和

会

4年度には、インフル

計

エンザの大きな流行は

イ

見られなかったが、イ

ン

ンフルエンザウイルス

フ

は変異を起こすため、

ル

流行の抑制には毎年ワ

エ

クチン接種をする必要

ン

がある。市民の経済的

ザ

な負担軽減なども含め

予

、助成事業の実施につ

防

いて
検討していく。

接種費臨

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

時

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

助

　
評
　
価
　
∨

成事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担



援係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

3

ス
　
ト

単位：千円
２年

2

度 ３年度 ４年度 ５年度

1

４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 40,926 44,664 48,031 61,451 合計 48,030,646 円
報酬 20,519,382 円

財
　
源

特定財源 40,926 44,664 47,795 61,451 職員手当等 3,195,394 円
報償費 2,511,000 円

一般財源 0 0 236 0 旅費 514,770 円
需用費 2,760,646 円

職員人件費　② 42,483 43,002 58,050 61,387 役務費 696,304 円
委託料 2,855,589 円

総事業費（①＋②） 83,409 87,666 106,081 122,838 使用料及び賃借料 266,714 円
備品購入費 291,445 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称 負担金、補助及び
交付金 14,291,802 円

４年度までの累積事業費 0 障害児施設給付費収入 補償、補填及び賠
給食費徴収金 償金 64,900 円

６年度以降の事業費見込 0 児童福祉事業費寄付金 公課費 62,700 円

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 障害児

和

・者福祉
施策体系

施策

４

の内容 障害福祉サービ

年

スの充実

目
　
　
　
的

　

度

しげはら園において発

評

達に遅れのある就学

主

価

た
る
内
容

　児童発達支

）

援センター「しげはら

刈

園」の管
前の児童を受

谷

け入れ、個々の状態に

市

応じた療 理運営を行う

事

。
育を実施し、家庭と

務

の相互協力のもとに、

事

心
身の発達を促してい

業

く。

位
置
づ
け

関連計画

評

刈谷市子ども・子育て

価

支援事業計画

根拠法令

シ

児童福祉法

対象者 知的

ー

障害児及び発達に心配

ト

のある児童 事業期間 昭

（

和４４年度 ～

実施方法

様

■直営　□委託　□指

式

定管理　□補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事

世

　
業
　
実
　
績

２年度実

代

績 ３年度実績 ４年度実

育

績 ５年度計画

・児童発

成

達支援の実施 ・児童発

部

達支援の実施 ・児童発

一

達支援の実施 ・児童発

般

達支援の実施
・保育所

会

等訪問支援の実施 ・保

計

育所等訪問支援の実施

し

・保育所等訪問支援の

げ

実施 ・保育所等訪問支

は

援の実施
・施設の管理

ら

運営 ・施設の管理運営

園

・施設の管理運営 ・施

管

設の管理運営

　児童発

理

達支援センターとして

運

適切に事業を遂行する

営

ことができた。

成果

　

事

児童発達支援センター

業

として、保育所等訪問

担

支援の充実等さらなる

当

機能整備が必要である

課

。

課題

指標名称（単位

子

）
実績値 目標値

２年度

育

３年度 ４年度 ５年度 ７

て

年度

活動 保護者向け研

支

修会、個別相談会等の

援

開催（回） 28 22 5

課

9 120 120
指標
活

款

動 保育所等訪問支援（

項

回） 5 14 49 60 6

目

0
指標

他市との
比較検

担

証

当係 子育て支



支

上げるとともに、積極

援

的な利用勧奨を行い、

係

利用者の増加を図るこ

3

とが求められる。

　ま

2

た新型コロナウイルス

2

感染症対策のため、サポーター同士の交流の機会を設けることができなかった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 年度内訪問回数（回） 291 207 158 200 350
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,411 1,086 1,066 1,808 合計 1,066,333 円
報償費 332,500 円

財
　
源

特定財源 484 724 454 1,206 需用費 17,269 円
役務費 202,223 円

一般財源 927 362 612 602 委託料 514,341 円

職員人件費　② 2,240 2,347 2,409 2,679

総事業費（①＋②） 3,651 3,433 3,475 4,487

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 子ど

年

もが健やかに育つ環境

度

づくり

目
　
　
　
的

　子

評

育てにおける母親の孤

価

立を防ぐとともに､

主

）

た
る
内
容

　乳幼児を育

刈

てる母親を対象に訪問

谷

支援がで
母親が心の安

市

定を確保し、子育て支

事

援センタ きるよう、専

務

門の研修を開催し、サ

事

ポーター
ーの活動や地

業

域の子育て支援活動等

評

につなげ を養成する。

価

訪問では母親の悩みの

シ

傾聴や、
ていくことで

ー

、子どもの健やかな成

ト

長を図る｡ 子育て情報

（

の提供を行う。

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市子ど

式

も・子育て支援事業計

１

画

根拠法令 刈谷市育児

）

ママ訪問サポート事業

会

実施要綱 

対象者 未就

計

学児を養育している母

名

親 事業期間 平成２４年

担

度 ～

実施方法 ■直営　

当

□委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

次

他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２年度実績 ３年度

育

実績 ４年度実績 ５年度

児

計画

・サポート依頼者

マ

に対し訪問 ・サポート

マ

依頼者に対し訪問 ・サ

訪

ポート依頼者に対し訪

問

問 ・サポート依頼者に

サ

対し訪問
　員を派遣 　

ポ

員を派遣 　員を派遣 　

ー

員を派遣
・サポーター

ト

養成 ・サポーター養成

事

・サポーター養成 ・Ｎ

業

ＢＯ（新生児行動観察

担

）
・サポート事例検討

当

会開催 ・サポート事例

課

検討会開催 ・サポータ

子

ー交流会開催 　の導入

育

・サポート事例検討会

て

開催 ・サポーター養成

支

・サポーター交流会開

援

催
・サポート事例検討

課

会開催

　育児に対し不

款

安を感じている母親の

項

ところへ訪問し、傾聴

目

することで育児に対す

担

る不安を和らげるとと

当

もに、子育て支

成果
援

係

センター等支援施設の

子

情報を提供することが

育

できた。

　育児ママ訪

て

問サポートの認知度を



係

5 45 164 400 4

3

50
指標 ）（人）

指標

2

　
他市との
比較検証

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,108 13,491 13,171 18,619 合計 13,171,321 円
報酬 5,434,947 円

財
　
源

特定財源 9,859 8,722 4,938 12,530 旅費 81,450 円
需用費 88,954 円

一般財源 5,249 4,769 8,233 6,089 役務費 49,970 円
委託料 120,000 円

職員人件費　② 1,493 1,438 1,506 1,684 負担金、補助及び
交付金 7,396,000 円

総事業費（①＋②） 16,601 14,929 14,677 20,303

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 次世代育

和

成・子育て支援
施策体

４

系
施策の内容 子どもが

年

健やかに育つ環境づく

度

り

目
　
　
　
的

　保護者

評

が就労、傷病等してい

価

る場合及びそ

主
た
る
内

）

容

〇かりがね病児ケア

刈

ルームにおいて市内在

谷

住
の児童が病気又は病

市

気の回復期であり、集

事

団 　の生後6か月から

務

小学3年生までの子ど

事

もを
保育が困難な場合

業

に、一時的に当該児童

評

を預 　対象に病児・病

価

後児保育を実施する。

シ

かる病児・病後児保育

ー

事業を実施することに

ト

〇私立保育所での病児

（

・病後児保育事業に対

様

より、保護者の子育て

式

と就労との両立を支援

１

　し補助を行う。
する

）

とともに、児童の健全

会

な育成を図る。

位
置
づ

計

け

関連計画 刈谷市子ど

名

も・子育て支援事業計

担

画

根拠法令 病児病後児

当

保育事業実施要綱

対象

部

者 市内在住の生後6か

次

月から小学3年生まで

世

事業期間 平成１９年度

代

～

実施方法 ■直営　□

育

委託　□指定管理　□

成

補助・助成　□その他

部

一般会計
病児・病

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

後

績

２年度実績 ３年度実

児

績 ４年度実績 ５年度計

保

画

かりがね病児ケアル

育

ーム利用 かりがね病児

事

ケアルーム利用 かりが

業

ね病児ケアルーム利用

担

かりがね病児ケアルー

当

ム利用
人数　9人 人数

課

　22人 人数　98人

子

人数　250人

　保護

育

者ニーズは高まってき

て

ているが、新型コロナ

支

ウイルス感染症拡大防

援

止のため、預かること

課

ができる児童を限定せ

款

ざ

成果
るを得なかった

項

。

　本市の地域性や利

目

用者のニーズ等を勘案

担

し、事業の拡充につい

当

て検討していく必要が

係

ある。

課題

指標名称（

子

単位）
実績値 目標値

２

育

年度 ３年度 ４年度 ５年

て

度 ７年度

活動 利用人数

支

（親愛の里保育園、依

援

佐美清凉保育園含む 2



当

たものの、市民に認知

係

され地

域に根ざした活

子

動が行われていると評

育

価することができる。

て

　他市での事故を受け

支

、平成23年度末に厚

援

生労働省より援助会員

係

の講習強化について指

3

針が示された中で、本

2

市において

も年3回実

2

施する講習会を強化し、より安全に援助活動できる体制を整備することが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 ファミリー・サポート・センター会員数（人） 3,463 3,369 3,181 3,700 3,700
指標
活動 活動件数（件） 5,118 6,260 5,652 8,100 8,300
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との R4.5.31現在会員数（人） 　186　　 　854　　 1,055　 　　518　 　3,179
比較検証 R3年度活動件数（件）    1,089 　  4,582　 　1,140　   1,316  　 6,260

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,835 15,481 15,508 16,387 合計 15,507,860 円
報酬 10,898,073 円

財
　
源

特定財源 9,890 10,320 10,338 10,924 職員手当等 1,404,985 円
報償費 120,000 円

一般財源 4,945 5,161 5,170 5,463 旅費 13

Ｄ

6,140 円
需用費

　

312,181 円

職

　

員人件費　② 2,83

　

7 3,028 3,08

Ｏ

7 3,444 役務費 2

　

,068,855 円

　

委託料 88,000 

∧

円

総事業費（①＋②）

　

17,672 18,5

　

09 18,595 19

実

,831 使用料及び賃

　

借料 116,626 

　

円
備品購入費 308,

施

000 円

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ４年度特定財源名

∨

称 負担金、補助及び
交付金 55,000 円

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

度

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

（

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

令

合計画
分野 福祉安全

基

和

本施策 次世代育成・子

４

育て支援
施策体系

施策

年

の内容 地域における子

度

育て支援

目
　
　
　
的

　

評

育児の援助を行いたい

価

人と育児の援助を受

主

）

た
る
内
容

　ファミリー

刈

・サポート・センター

谷

業務専任
けたい人を組

市

織化し、地域における

事

育児の相 のアドバイザ

務

ーを雇用し、会員の登

事

録、援助
互援助活動を

業

推進することで、働く

評

人々の仕 の資質向上の

価

ための講習会及び子育

シ

ての輪を
事と子育ての

ー

両立を支援する。 つく

ト

るための交流会の開催

（

並びに会報誌の発
行等

様

センターの運営を行う

式

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

１

谷市子ども・子育て支

）

援事業計画

根拠法令 児

会

童福祉法、子ども・子

計

育て支援法、かりやし

名

ファミリー・サポート

担

・センター会則、実施

当

要領

対象者 会員 事業期

部

間 平成１２年度 ～

実施

次

方法 ■直営　□委託　

世

□指定管理　□補助・

代

助成　□その他

育成部

一般会計
フ

Ｂ

ァ

　
事
　
業
　
実
　
績

２年

ミ

度実績 ３年度実績 ４年

リ

度実績 ５年度計画

ファ

ー

ミリー・サポート・セ

サ

ン ファミリー・サポー

ポ

ト・セン ファミリー・

ー

サポート・セン ファミ

ト

リー・サポート・セン

セ

ターの運営 ターの運営

ン

ターの運営 ターの運営

タ

・援助会員養成講座開

ー

催　2回・援助会員養

運

成講座開催　3回・援

営

助会員養成講座開催　

事

3回・援助会員養成講

業

座開催　3回
・依頼会

担

員随時受付 ・依頼会員

当

随時受付 ・依頼会員随

課

時受付 ・依頼会員随時

子

受付

　年3回広報誌に

育

おいて援助会員の募集

て

を行い、ファミリー･

支

サポート・センターの

援

相互援助活動を周知す

課

るとともに、会

成果
員

款

の獲得を行った。新型

項

コロナウイルス感染症

目

拡大の影響により会員

担

数や活動件数は減少し



3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 610 898 1,087 2,175 合計 1,087,018 円
報償費 830,850 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 45,628 円
役務費 210,540 円

一般財源 610 898 1,087 2,175

職員人件費　② 1,344 1,438 1,581 1,914

総事業費（①＋②） 1,954 2,336 2,668 4,089

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 次世代育成

和

・子育て支援
施策体系

４

施策の内容 子どもが健

年

やかに育つ環境づくり

度

目
　
　
　
的

　子育て中

評

の親が、生涯学習や文

価

化活動に参

主
た
る
内
容

）

　講演会、講習会等開

刈

催時に会議室等で臨時

谷

加できる環境を整える

市

ことにより、社会活動

事

保育室「カンガルール

務

ーム」を設置し、託児

事

への参加を支援する。

業

サポーター「ママハウ

評

ス」が保育を行う。

位

価

置
づ
け

関連計画 刈谷市

シ

子ども・子育て支援事

ー

業計画

根拠法令  

対象

ト

者 子育て（未就学児）

（

中の親 事業期間 平成１

様

５年度 ～

実施方法 ■直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業

代

　
実
　
績

２年度実績 ３

育

年度実績 ４年度実績 ５

成

年度計画

臨時保育室「

部

カンガルールー 臨時保

一

育室「カンガルールー

般

臨時保育室「カンガル

会

ールー 臨時保育室「カ

計

ンガルールー
ム」の設

臨

置 ム」の設置 ム」の設

時

置 ム」の設置

　各種講

保

演会や講習会において

育

託児を行うことで、子

室

育て中の保護者が社会

設

参加しやすい環境を整

置

備できた。

成果

　無料

事

で利用できる臨時保育

業

室の利用者負担につい

担

て検討する必要がある

当

。

  臨時保育室設置

課

の本来の目的から外れ

子

、育児からの解放手段

育

となっている面がある

て

。
課題

　臨時保育室を

支

設置すべき事業である

援

か否か精査する必要が

課

ある。

指標名称（単位

款

）
実績値 目標値

２年度

項

３年度 ４年度 ５年度 ７

目

年度

活動 臨時保育室の

担

設置事業数（事業） 2

当

9 47 69 71 120

係

指標
 

指標
 

他市との

子

比較検証

育て支援係



3 2

Ｃ

2

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,075 977 1,100 1,115 合計 1,100,454 円
需用費 1,100,454 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,075 977 1,100 1,115

職員人件費　② 373 606 527 536

総事業費（①＋②） 1,448 1,583 1,627 1,651

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

全

基本施策 次世代育成

和

・子育て支援
施策体系

４

施策の内容 子どもが健

年

やかに育つ環境づくり

度

目
　
　
　
的

　あかちゃ

評

んと保護者が、絵本を

価

介してゆっ

主
た
る
内
容

）

　すべてのあかちゃん

刈

と保護者を対象に、保

谷

くり心触れ合うひとと

市

きを持つきっかけをつ

事

健センターで実施する

務

4か月児健康診査会場

事

に
くる。 おいて、絵本

業

の読み聞かせを実施す

評

る過程で､
絵本を手渡

価

しながら、ブックスタ

シ

ートの紹介
を行う。

位

ー

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ト

子ども・子育て支援事

（

業計画

根拠法令

対象者

様

すべてのあかちゃんと

式

保護者 事業期間 平成２

１

３年度 ～

実施方法 ■直

）

営　□委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業

成

　
実
　
績

２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度実績 ５

一

年度計画

4か月児健康

般

診査における絵本4か

会

月児健康診査における

計

絵本4か月児健康診査

ブ

における絵本4か月児

ッ

健康診査における絵本

ク

と絵本情報誌の配付 と

ス

絵本情報誌の配付 と絵

タ

本情報誌の配付 と絵本

ー

情報誌の配付

　乳児期

ト

に絵本を配付すること

事

により、赤ちゃんと保

業

護者のかかわりを形成

担

するきっかけ作りを提

当

案することができた。

課

成果

　アンケート調査

子

等を実施し、絵本の配

育

付が親子のかかわりに

て

寄与している状況等を

支

把握する必要がある。

援

課題

指標名称（単位）

課

実績値 目標値

２年度 ３

款

年度 ４年度 ５年度 ７年

項

度

活動 絵本の配付率（

目

％） 99.9 100.

担

0 100.0 100.

当

0 100.0
指標

指標

係

他市との
比較検証

子育て支援係



子

で

成果
きる環境を整備

育

することができた。

　

て

利用者のニーズに対応

支

した各種子育て講座の

援

見直しが必要である。

係

課題

指標名称（単位）

3

実績値 目標値

２年度 ３

2

年度 ４年度 ５年度 ７年

2

度

成果 来所者数（人） 24,779 38,223 42,443 94,000 94,500
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,041 19,365 16,978 20,164 合計 16,977,719 円
報酬 12,984,263 円

財
　
源

特定財源 5,991 7,528 6,028 6,058 職員手当等 1,759,786 円
報償費 767,000 円

一般財源 5,050 11,837 10,950 14,106 旅費 249,180 円
需用費 625,500 円

職員人件費　② 38,078 28,769 28,837 27,938 役務費 409,186 円
委託料 70,008 円

総事業費（①＋②） 49,119 48,134 45,815 48,102 備品購入費 102,796 円
負担金、補助及び

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称 交付金 5,000 円
公課費 5,000 円

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 次世代育成・子育て

４

支援
施策体系

施策の内

年

容 地域における子育て

度

支援

目
　
　
　
的

　子育

評

て中の保護者の子育て

価

への不安感の緩

主
た
る

）

内
容

　地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）実

谷

施施
和を図り、安心し

市

て子育てができる環境

事

を整 設として、子育て

務

についての相談、情報

事

の提
備するとともに、

業

地域の子育て力の充実

評

を図 供、助言その他の

価

支援を行う。
る。 場所

シ

　刈谷市若松町3-8

ー

-2（総合健康センタ

ト

ー
2F)
休日　毎週日

（

曜日、年末年始

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市子ど

式

も・子育て支援事業計

１

画

根拠法令 児童福祉法

）

　子ども・子育て支援

会

法　刈谷市子育て支援

計

センター条例

対象者 主

名

に未就園児及びその保

担

護者 事業期間 平成２３

当

年度 ～

実施方法 ■直営

部

　□委託　□指定管理

次

　□補助・助成　□そ

世

の他

代育成部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　

中

実
　
績

２年度実績 ３年

央

度実績 ４年度実績 ５年

子

度計画

中央子育て支援

育

センターの運 中央子育

て

て支援センターの運 中

支

央子育て支援センター

援

の運 中央子育て支援セ

セ

ンターの運
営 営 営 営
・

ン

子育て相談 ・子育て相

タ

談 ・子育て相談 ・子育

ー

て相談
・各種教室等の

運

実施 ・各種教室等の実

営

施 ・各種教室等の実施

事

・各種教室等の実施
・

業

子育てサークル支援 ・

担

子育てサークル支援 ・

当

子育てサークル支援 ・

課

子育てサークル支援
・

子

子育て支援センターだ

育

より ・子育て支援セン

て

ターだより ・子育て支

支

援センターだより ・子

援

育て支援センターだよ

課

り
　の発行 　の発行 　

款

の発行 　の発行

　安心

項

・安全な遊び場の提供

目

、子育てについての情

担

報発信、相談、子育て

当

講座などを実施するこ

係

とで、安心して子育て



法を検討していく必要が
課題

ある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 ラッコちゃんルーム利用延べ組数（組） 3,406 5,204 4,123 4,300 4,350
指標 （遊びの広場移行者を含む）
活動 ことばの相談室利用延べ組数（組） 277 305 385 400 410
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,688 19,033 19,355 21,001 合計 19,355,408 円
報酬 11,760,800 円

財
　
源

特定財源 7,200 8,790 8,391 9,450 職員手当等 2,164,146 円
報償費 5,262,000 円

一般財源 10,488 10,243 10,964 11,551 旅費 57,480 円
需用費 110,982 円

職員人件費　② 15,754 17,261 17,317 16,916

総事業費（①＋②） 33,442 36,294 36,672 37,917

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 障害者地域生活支援事業費補
助金（国）

６年度以

Ｄ

降の事業費見込 0 障害

　

者地域生活支援事業費

　

補
助金（県）

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

令

施策 次世代育成・子育

和

て支援
施策体系

施策の

４

内容 子どもが健やかに

年

育つ環境づくり

目
　
　

度

　
的

　心身等の発達に

評

ついて心配のある児童

価

及び

主
た
る
内
容

　発達

）

について心配のある幼

刈

児を対象に、遊
その保

谷

護者が共に参加する集

市

団療育等により､ びを

事

通して、心身の発達を

務

促したり、ことば
基本

事

的な生活習慣の基礎づ

業

くりを行うととも につ

評

いて心配のある幼児を

価

対象に、グループ
に、

シ

親子関係等の充実を図

ー

る。 指導または個別指

ト

導を行う。

位
置
づ
け

関

（

連計画 刈谷市子ども・

様

子育て支援事業計画

根

式

拠法令 刈谷市早期療育

１

事業実施要領

対象者 主

）

たる内容欄参照 事業期

会

間 昭和５７年度 ～

実施

計

方法 ■直営　□委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２年

般

度実績 ３年度実績 ４年

会

度実績 ５年度計画

・ラ

計

ッコちゃんルームの実

早

施 ・ラッコちゃんルー

期

ムの実施 ・ラッコちゃ

療

んルームの実施 ・ラッ

育

コちゃんルームの実施

事

・ことばの相談室の実

業

施 ・ことばの相談室の

担

実施 ・ことばの相談室

当

の実施 ・ことばの相談

課

室の実施
・巡回相談の

子

実施 ・巡回相談の実施

育

・巡回相談の実施

　コ

て

ロナ禍の中、個別療育

支

を多く行うことで親子

援

関係を深め、保護者が

課

次の支援先へ足を運ぶ

款

回数が増えた。

成果
　

項

また、保護者からの相

目

談を就園先へ知らせ連

担

携を図り、切れ目ない

当

支援へつなぐことがで

係

きた。

　コロナ禍のた

子

め、ラッコちゃんルー

育

ムでのグループ指導及

て

び個別指導、ことばの

支

相談室の終了ごとに清

援

掃の必要があっ

たこと

係

から、療育に割ける時

3

間が短く、療育の質を

2

維持しながら、人数増

2

加に対応できる運営方



支援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

2

　
ト

単位：千円
２年度

2

３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,712 2,779 3,105 3,142 合計 3,104,870 円
報酬 2,823,824 円

財
　
源

特定財源 0 0 141 0 旅費 18,050 円
需用費 262,996 円

一般財源 2,712 2,779 2,964 3,142

職員人件費　② 1,725 1,295 1,363 1,301

総事業費（①＋②） 4,437 4,074 4,468 4,443

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 児童福祉事業費寄付金

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　心身障害児

評

に健常児との出会いと

価

ふれあい

主
た
る
内
容

　

）

小学生以下の心身障害

刈

児及び就学前の乳幼
の

谷

機会を提供し、おもち

市

ゃを通して、生活を 児

事

を対象におもちゃの紹

務

介及び貸し出しを行
楽

事

しくより豊かなものに

業

する。 う。
 

位
置
づ
け

評

関連計画 刈谷市子ども

価

・子育て支援事業計画

シ

根拠法令 おもちゃライ

ー

ブラリー設置要綱

対象

ト

者 小学生以下の心身障

（

害児、就学前の乳幼児

様

事業期間 平成２年度 ～

式

実施方法 ■直営　■委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

育

２年度実績 ３年度実績

成

４年度実績 ５年度計画

部

おもちゃライブラリー

一

の運営 おもちゃライブ

般

ラリーの運営 おもちゃ

会

ライブラリーの運営 お

計

もちゃライブラリーの

お

運営

　おもちゃの貸し

も

出しを行った。

成果

　

ち

新型コロナウイルス感

ゃ

染症拡大防止のため、

ラ

実物玩具提示を行わず

イ

、写真掲示で玩具を選

ブ

択し、できるだけ接触

ラ

しない

よう配慮してい

リ

るため、障害児と健常

ー

児がおもちゃを通して

事

ふれあう機会を作るこ

業

とができない。
課題

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

２年度 ３年度 ４

課

年度 ５年度 ７年度

成果

子

おもちゃライブラリー

育

入場者数（人） 5,7

て

97 11,655 13

支

,070 23,000

援

24,000
指標
成果

課

おもちゃ貸出件数（件

款

） 4,862 10,1

項

67 12,102 12

目

,500 13,000

担

指標

他市との
比較検証

当係 子育て



子育て支

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

援

ス
　
ト

単位：千円
２年

係

度 ３年度 ４年度 ５年度

3

４年度

（決算） （決算

2

） （決算） （予算） 事

2

業費内訳

事業費　① 19,949 20,585 21,022 21,671 合計 21,021,859 円
報償費 109,000 円

財
　
源

特定財源 6,042 6,022 6,057 6,033 需用費 1,454,098 円
役務費 145,034 円

一般財源 13,907 14,563 14,965 15,638 委託料 19,249,865 円
使用料及び賃借料 58,862 円

職員人件費　② 971 1,211 1,431 1,454 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 20,920 21,796 22,453 23,125

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 次世代育成・子育て

４

支援
施策体系

施策の内

年

容 地域における子育て

度

支援

目
　
　
　
的

　子育

評

て中の保護者の子育て

価

への不安感の緩

主
た
る

）

内
容

　地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）実

谷

施施
和を図り、安心し

市

て子育てができる環境

事

を整 設として、子育て

務

についての相談、情報

事

提供､
備するとともに

業

、地域の子育て力の充

評

実を図 助言その他の援

価

助を行う。
る。 　場所

シ

　刈谷市半城土町西裏

ー

63-5
　休日　毎週

ト

日曜日、年末年始

位
置

（

づ
け

関連計画 刈谷市子

様

ども・子育て支援事業

式

計画

根拠法令 児童福祉

１

法　刈谷市子育て支援

）

センター条例

対象者 主

会

に未就園児及びその保

計

護者 事業期間 平成１７

名

年度 ～

実施方法 □直営

担

　■委託　□指定管理

当

　□補助・助成　□そ

部

の他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２年度実績 ３年

計

度実績 ４年度実績 ５年

南

度計画

南部子育て支援

部

センターの運 南部子育

子

て支援センターの運 南

育

部子育て支援センター

て

の運 南部子育て支援セ

支

ンターの運
営委託 営委

援

託 営委託 営委託

　安心

セ

・安全な遊び場の提供

ン

、子育てについての情

タ

報発信、相談、子育て

ー

講座などを実施するこ

運

とで、安心して子育て

営

で

成果
きる環境を整備

事

することができた。

　

業

利用者のニーズに対応

担

した各種子育て講座の

当

見直しが必要である。

課

課題

指標名称（単位）

子

実績値 目標値

２年度 ３

育

年度 ４年度 ５年度 ７年

て

度

成果 来所者数（人）

支

4,844 7,575

援

11,486 25,0

課

00 26,000
指標

款

指標
 

他市との
比較検

項

証

目 担当係



子育て

Ｃ

支

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

援

単位：千円
２年度 ３年

係

度 ４年度 ５年度 ４年度

3

（決算） （決算） （決

2

算） （予算） 事業費内

2

訳

事業費　① 21,132 20,815 21,417 22,246 合計 21,416,639 円
報償費 97,000 円

財
　
源

特定財源 6,012 6,000 6,024 6,032 需用費 962,512 円
役務費 131,531 円

一般財源 15,120 14,815 15,393 16,214 委託料 19,285,290 円
使用料及び賃借料 935,306 円

職員人件費　② 971 1,211 1,431 1,454 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 22,103 22,026 22,848 23,700

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 次世代育成・子育て

４

支援
施策体系

施策の内

年

容 地域における子育て

度

支援

目
　
　
　
的

　子育

評

て中の保護者の子育て

価

への不安感の緩

主
た
る

）

内
容

　地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）実

谷

施施
和を図り、安心し

市

て子育てができる環境

事

を整 設として、子育て

務

についての相談、情報

事

提供､
備するとともに

業

、地域の子育て力の充

評

実を図 助言その他の援

価

助を行う。
る。 　場所

シ

　刈谷市今川町1-7

ー

07
　休日　毎週日曜

ト

日、年末年始

位
置
づ
け

（

関連計画 刈谷市子ども

様

・子育て支援事業計画

式

根拠法令 児童福祉法　

１

刈谷市子育て支援セン

）

ター条例

対象者 主に未

会

就園児及びその保護者

計

事業期間 平成１９年度

名

～

実施方法 □直営　■

担

委託　□指定管理　□

当

補助・助成　□その他

部 次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２年度実績 ３年度実

計

績 ４年度実績 ５年度計

北

画

北部子育て支援セン

部

ターの運 北部子育て支

子

援センターの運 北部子

育

育て支援センターの運

て

北部子育て支援センタ

支

ーの運
営委託 営委託 営

援

委託 営委託

　安心・安

セ

全な遊び場の提供、子

ン

育てについての情報発

タ

信、相談、子育て講座

ー

などを実施することで

運

、安心して子育てで

成

営

果
きる環境を整備する

事

ことができた。

　利用

業

者のニーズに対応した

担

各種子育て講座の見直

当

しが必要である。

課題

課

指標名称（単位）
実績

子

値 目標値

２年度 ３年度

育

４年度 ５年度 ７年度

成

て

果 来所者数（人） 4,

支

338 6,616 8,

援

414 19,000 2

課

0,000
指標

指標
 

款

他市との
比較検証

項 目 担当係



担

188,000 円
負

当

担金、補助及び

財
　
源

係

特定財源 11,024

子

9,142 6,122

育

12,436 交付金 9

て

,188,000 円

支

一般財源 4,254 4

援

,451 3,066 6

係

,220

職員人件費　

3

② 299 454 602

2

612

総事業費（①＋

2

②） 15,577 14,047 9,790 19,268

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

度

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

（

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

令

総合計画
分野 福祉安全

和

基本施策 次世代育成・

４

子育て支援
施策体系

施

年

策の内容 地域における

度

子育て支援

目
　
　
　
的

評

　子育て中の保護者の

価

子育てへの不安感の緩

）

主
た
る
内
容

　私立の子

刈

育て支援センター運営

谷

事業に対し
和を図り、

市

安心して子育てができ

事

る環境を整 補助を行う

務

。
備するとともに、地

事

域の子育て力の充実を

業

図
る。

位
置
づ
け

関連計

評

画 刈谷市子ども・子育

価

て支援事業計画

根拠法

シ

令 児童福祉法、子ども

ー

・子育て支援法、刈谷

ト

市地域子育て支援拠点

（

事業費補助金交付要綱

様

対象者 私立子育て支援

式

センター 事業期間 令和

１

２年度 ～

実施方法 □直

）

営　□委託　□指定管

会

理　■補助・助成　□

計

その他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業

成

　
実
　
績

２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度実績 ５

一

年度計画

運営補助 運営

般

補助 運営補助 運営補助

会

　私立子育て支援セン

計

ターに補助金を交付す

私

ることで、安定した運

立

営を支援することがで

子

きた。

成果

　子ども・

育

子育て支援交付金や次

て

世代育成支援対策施設

支

整備交付金等の国県補

援

助内容の動向に注意が

セ

必要である。

課題

指標

ン

名称（単位）
実績値 目

タ

標値

２年度 ３年度 ４年

ー

度 ５年度 ７年度

活動 補

運

助施設数（か所） 2 2

営

1 2 2
指標

指標

他市と

等

の
比較検証

補助事業
担当課 子

Ｃ
　
事
　

育

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

て

千円
２年度 ３年度 ４年

支

度 ５年度 ４年度

（決算

援

） （決算） （決算） （

課

予算） 事業費内訳

事業

款

費　① 15,278 1

項

3,593 9,188

目

18,656 合計 9,



子育て支援

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
２

3

年度 ３年度 ４年度 ５年

2

度 ４年度

（決算） （決

2

算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,909 17,068 3,465 1,700 合計 3,465,000 円
工事請負費 3,465,000 円

財
　
源

特定財源 0 2,860 897 0

一般財源 1,909 14,208 2,568 1,700

職員人件費　② 299 379 376 383

総事業費（①＋②） 2,208 17,447 3,841 2,083

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

度

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

（

事
　
業
　
概
　
要

総合計

令

画
分野 福祉安全

基本施

和

策 次世代育成・子育て

４

支援
施策体系

施策の内

年

容 地域における子育て

度

支援

目
　
　
　
的

　子育

評

て支援センター利用者

価

が、より安全で

主
た
る

）

内
容

　子育て支援セン

刈

ターの安全性・利便性

谷

向上
快適に施設を利用

市

できるよう施設の充実

事

を図 のための修繕や改

務

修を行う。
る。

位
置
づ

事

け

関連計画 刈谷市子ど

業

も・子育て支援事業計

評

画

根拠法令 児童福祉法

価

　刈谷市子育て支援セ

シ

ンター条例

対象者 主に

ー

未就園児及びその保護

ト

者 事業期間 ～

実施方法

（

■直営　■委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

次

　
業
　
実
　
績

２年度実

世

績 ３年度実績 ４年度実

代

績 ５年度計画

かりがね

育

及び北部子育て支援 南

成

部子育て支援センター

部

の補 南部、北部および

一

かりがね子 南部子育て

般

支援センターのエ
セン

会

ターの補修工事により

計

、 修工事により、施設

子

サービス 育て支援セン

育

ターの自動水洗 レベー

て

ター部品を交換するこ

支

施設サービスの充実を

援

図った｡の充実を図っ

セ

た。 化工事により、施

ン

設サービス とにより、

タ

安全性の向上を図
の充

ー

実を図った。 る。

　南

施

部、北部およびかりが

設

ね子育て支援センター

改

の自動水洗化工事によ

修

り、利用者に快適な利

事

用環境を提供すること

業

がで

成果
きた。

　利用

担

者の安全性確保のため

当

、子育て支援センター

課

の老朽化等による改修

子

、補修を行う必要があ

育

る一方、限られた予算

て

で

必要な修繕を計画的

支

に行う必要がある。
課

援

題

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２年度 ３年

款

度 ４年度 ５年度 ７年度

項

指標

指標

他市との
比較

目

検証

担当係



支

なる親子の居場所だけ

援

にとどまらない、

充実

係

した事業にすることが

3

できた。

　出張子育て

2

広場を積極的に開催す

2

るなど、施設を持たない「子育て広場」であることを活かした事業の推進をすること

が望ましい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 すくすく広場利用者数（人） 1,296 2,581 3,820 4,900 5,000
指標
成果 すくすくパパ広場利用者数（人） 68 218 212 340 360
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,683 5,057 4,708 4,977 合計 4,708,150 円
需用費 22,060 円

財
　
源

特定財源 2,738 2,814 2,800 2,828 役務費 43,491 円
委託料 4,634,599 円

一般財源 1,945 2,243 1,908 2,149 負担金、補助及び
交付金 8,000 円

職員人件費　② 597 833 753 765

総事業費（①＋②） 5,280 5,890 5,461 5,742

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　乳幼児及び

評

保護者が相互に交流を

価

行う場で

主
た
る
内
容

　

）

親子で自由に遊ぶ場所

刈

を提供しながら、手
あ

谷

る地域子育て支援拠点

市

事業（一般型）を運 遊

事

びや歌などのプログラ

務

ムを実施する。
営する

事

ことで、保護者の子育

業

てに対する不安 すくす

評

く広場
感の緩和及び地

価

域の子育て力の充実を

シ

図る。 日時　毎週月・

ー

火・木曜日　10時～

ト

16時
　　　(祝日・

（

年末年始等を除く)
す

様

くすくパパ広場
日時　

式

毎月第3土曜日　10

１

時～16時
場所　小山

）

託児ルーム(小山町4

会

－50)

位
置
づ
け

関連

計

計画 刈谷市子ども・子

名

育て支援事業計画

根拠

担

法令 児童福祉法

対象者

当

主に未就園児及びその

部

保護者 事業期間 平成１

次

２年度 ～

実施方法 □直

世

営　■委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
すく

Ｂ
　
事
　
業

す

　
実
　
績

２年度実績 ３

く

年度実績 ４年度実績 ５

広

年度計画

・地域子育て

場

支援拠点事業　 ・地域

運

子育て支援拠点事業　

営

・地域子育て支援拠点

委

事業　 ・地域子育て支

託

援拠点事業　
　（一般

事

型）の実施 　（一般型

業

）の実施 　（一般型）

担

の実施 　（一般型）の

当

実施
・出張子育て広場

課

の実施 ・出張子育て広

子

場の実施 ・出張子育て

育

広場の実施 ・出張子育

て

て広場の実施
・ＮＰ講

支

座の開催 ・ＮＰ講座の

援

開催 ・ＮＰ講座の開催

課

・ＮＰ講座の開催

　未

款

就園児と保護者が気軽

項

に利用できる場所を提

目

供することができた。

担

また、オンラインでの

当

「子育て講座」や、親

係

支援

成果
プログラム「

子

ノーバディズ・パーフ

育

ェクト（ＮＰ）講座」

て

などの開催により、単



支

数（人） 1,045 3

援

,106 2,876 7

係

,500 8,000
指

3

標

指標

他市との
比較検

2

証

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,543 3,614 3,613 3,846 合計 3,613,358 円
需用費 6,105 円

財
　
源

特定財源 2,738 1,402 2,800 2,814 役務費 8,600 円
委託料 3,590,653 円

一般財源 805 2,212 813 1,032 負担金、補助及び
交付金 8,000 円

職員人件費　② 597 833 753 765

総事業費（①＋②） 4,140 4,447 4,366 4,611

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　乳幼児及び

評

保護者が相互に交流を

価

行う場で

主
た
る
内
容

　

）

親子で自由に遊ぶ場所

刈

を提供しながら、手
あ

谷

る地域子育て支援拠点

市

事業（一般型）を運 遊

事

びや歌などのプログラ

務

ムを実施する。
営する

事

ことで、保護者の子育

業

てに対する不安 のびの

評

び広場
感の緩和及び地

価

域の子育て力の充実を

シ

図る。 日時　毎週火・

ー

水・木曜日　9時～1

ト

4時30分
     

（

 (祝日・年末年始等

様

を除く)　
場所　東刈

式

谷市民センター

位
置
づ

１

け

関連計画 刈谷市子ど

）

も・子育て支援事業計

会

画

根拠法令 児童福祉法

計

対象者 主に未就園児及

名

びその保護者 事業期間

担

平成２３年度 ～

実施方

当

法 □直営　■委託　□

部

指定管理　□補助・助

次

成　□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２年度

の

実績 ３年度実績 ４年度

び

実績 ５年度計画

地域子

の

育て支援拠点事業（一

び

地域子育て支援拠点事

広

業（一 地域子育て支援

場

拠点事業（一 地域子育

運

て支援拠点事業（一
般

営

型）の実施 般型）の実

委

施 般型）の実施 般型）

託

の実施

　未就園児と保

事

護者が気軽に利用でき

業

る場所を提供すること

担

ができた。あわせて児

当

童館の利用が少ない、

課

児童が通学・通

成果
園

子

している時間の有効活

育

用ができた。

　0歳か

て

ら18歳までの児童が

支

利用できるという児童

援

館の環境を活かし、夏

課

休み期間などの長期休

款

業中には、子育て広場

項

の

年齢対象外となる児

目

童との交流等をとり入

担

れることにより、世代

当

の枠を越えた事業を検

係

討する。
課題

指標名称

子

（単位）
実績値 目標値

育

２年度 ３年度 ４年度 ５

て

年度 ７年度

成果 利用者



支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,607 3,587 3,613 3,681 合計 3,612,604 円
需用費 6,391 円

財
　
源

特定財源 2,592 2,618 2,682 2,814 役務費 7,560 円
委託料 3,590,653 円

一般財源 1,015 969 931 867 負担金、補助及び
交付金 8,000 円

職員人件費　② 597 833 753 765

総事業費（①＋②） 4,204 4,420 4,366 4,446

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　乳幼児及び

評

保護者が相互に交流を

価

行う場で

主
た
る
内
容

　

）

親子で自由に遊ぶ場所

刈

を提供しながら、手
あ

谷

る地域子育て支援拠点

市

事業（一般型）を運 遊

事

びや歌などのプログラ

務

ムを実施する。
営する

事

ことで、保護者の子育

業

てに対する不安 きらき

評

ら広場
感の緩和及び地

価

域の子育て力の充実を

シ

図る。 日時　毎週水・

ー

木・金曜日　10時～

ト

16時
　　　(祝日・

（

年末年始等を除く)　

様

　
場所　かりがね子育

式

て支援センター
　　　

１

(恩田町3-163-

）

1)

位
置
づ
け

関連計画

会

刈谷市子ども・子育て

計

支援事業計画

根拠法令

名

児童福祉法

対象者 主に

担

未就園児及びその保護

当

者 事業期間 平成２４年

部

度 ～

実施方法 □直営　

次

■委託　□指定管理　

世

□補助・助成　□その

代

他

育成部

一般会計
き

Ｂ
　
事
　
業
　
実

ら

　
績

２年度実績 ３年度

き

実績 ４年度実績 ５年度

ら

計画

地域子育て支援拠

広

点事業（一 地域子育て

場

支援拠点事業（一 地域

運

子育て支援拠点事業（

営

一 地域子育て支援拠点

委

事業（一
般型）の実施

託

般型）の実施 般型）の

事

実施 般型）の実施

　未

業

就園児と保護者が気軽

担

に利用できる場所を提

当

供することができた。

課

成果

　潜在的に支援が

子

必要であると思われる

育

親子のケアに携わるな

て

ど、地域に密着した子

支

育て支援拠点であると

援

いう性質を活

かした事

課

業の推進が望ましい。

款

課題

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２年度 ３

目

年度 ４年度 ５年度 ７年

担

度

成果 利用者数（人）

当

1,048 1,785

係

2,148 4,400

子

4,500
指標

指標

他

育

市との
比較検証

て



支

,423 2,535 3

援

,434 6,500 7

係

,000
指標

指標

他市

3

との
比較検証

2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,541 3,614 3,614 3,765 合計 3,613,623 円
需用費 6,030 円

財
　
源

特定財源 2,738 2,800 2,800 2,814 役務費 8,940 円
委託料 3,590,653 円

一般財源 803 814 814 951 負担金、補助及び
交付金 8,000 円

職員人件費　② 597 833 753 765

総事業費（①＋②） 4,138 4,447 4,367 4,530

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 次世

和

代育成・子育て支援
施

４

策体系
施策の内容 地域

年

における子育て支援

目

度

　
　
　
的

　乳幼児及び

評

保護者が相互に交流を

価

行う場で

主
た
る
内
容

　

）

親子で自由に遊ぶ場所

刈

を提供しながら、手
あ

谷

る地域子育て支援拠点

市

事業（一般型）を運 遊

事

びや歌などのプログラ

務

ムを実施する。
営する

事

ことで、保護者の子育

業

てに対する不安 わくわ

評

く広場
感の緩和及び地

価

域の子育て力の充実を

シ

図る。 日時　毎週火・

ー

水・木曜日　9時～1

ト

4時30分
　　　(祝

（

日・年末年始等を除く

様

)
場所　北部市民セン

式

ター

位
置
づ
け

関連計画

１

刈谷市子ども・子育て

）

支援事業計画

根拠法令

会

児童福祉法

対象者 主に

計

未就園児及びその保護

名

者 事業期間 平成２５年

担

度 ～

実施方法 □直営　

当

■委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

次

他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２年度実績 ３年度

わ

実績 ４年度実績 ５年度

く

計画

地域子育て支援拠

わ

点事業（一 地域子育て

く

支援拠点事業（一 地域

広

子育て支援拠点事業（

場

一 地域子育て支援拠点

運

事業（一
般型）の実施

営

般型）の実施 般型）の

委

実施 般型）の実施

　国

託

道1号以北で唯一の子

事

育て支援拠点となる子

業

育て広場を開設するこ

担

とで、北部地域の未就

当

園児と保護者が気軽に

課

集う

成果
ことができる

子

場所を提供することが

育

できた。

　0歳から1

て

8歳までの児童が利用

支

できるという児童館の

援

環境を活かし、夏休み

課

期間などの長期休業中

款

には、子育て広場の

対

項

象年齢外の児童との交

目

流をとり入れることに

担

より、世代の枠を越え

当

た事業を検討する。
課

係

題

指標名称（単位）
実

子

績値 目標値

２年度 ３年

育

度 ４年度 ５年度 ７年度

て

成果 利用者数（人） 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 179 50 88 200 合計 87,750 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 20 0 0 0 交付金 87,750 円

一般財源 159 50 88 200

職員人件費　② 747 1,590 452 459

総事業費（①＋②） 926 1,640 540 659

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ファミリーサポートセンター利用者補助事

業

令和５年

Ｐ
　
　
Ｌ
　

度

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

（

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

令

　
要

総合計画
分野 福祉

和

安全

基本施策 次世代育

４

成・子育て支援
施策体

年

系
施策の内容 地域にお

度

ける子育て支援

目
　
　

評

　
的

　ファミリーサポ

価

ートセンター援助活動

）

の利

主
た
る
内
容

　生活

刈

保護世帯、市民税非課

谷

税世帯、児童扶
用促進

市

に結びつく環境を整え

事

るとともに、病 養手当

務

受給世帯及び病児・病

事

後児を対象とし
児・病

業

後児保育の体制強化を

評

図る。 た援助活動に対

価

し1時間あたり300

シ

円を補助す
る。

位
置
づ

ー

け

関連計画 刈谷市子ど

ト

も・子育て支援事業計

（

画

根拠法令 かりやしフ

様

ァミリーサポートセン

式

ター利用補助金交付要

１

綱

対象者 市民 事業期間

）

平成２４年度 ～

実施方

会

法 ■直営　□委託　□

計

指定管理　■補助・助

名

成　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２年度

一

実績 ３年度実績 ４年度

般

実績 ５年度計画

補助制

会

度の実施 補助制度の実

計

施 補助制度の実施 補助

担

制度の実施
利用者数　

当

10人 利用者数　4人

課

利用者数　7人 補助対

子

象者への周知
補助件数

育

　239件 補助件数　

て

92件 補助件数　21

支

5件
補助対象者への周

援

知 補助対象者への周知

課

補助対象者への周知

　

款

低所得者世帯、ひとり

項

親家庭及び病児を預か

目

る活動の利用料を一部

担

助成し経済的負担を軽

当

減することで、ファミ

係

リーサ

成果
ポートセン

子

ター援助活動の利用促

育

進に結びつけることが

て

できた。

　補助金制度

支

の利用者数がまだ少な

援

いため、補助対象者へ

係

の積極的な周知を図る

3

必要がある。

課題

指標

2

名称（単位）
実績値 目

2

標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 補助金制度利用の利用者数（人） 10 4 7 14 16
指標

指標

他市との
比較検証



1

    1,325人

係

　毎月各3回ずつ実施

4

。
・よい子の歯みがき

1

運動38園 ・よい子の

2

歯みがき運動38園 ・よい子の歯みがき運動40園 ・よい子の歯みがき運動は、
（リーフレットの配布による （リーフレットの配布による （リーフレットの配布による 　年間35園で実施予定。
　啓発） 　啓発） 　啓発）
　 　

　各健診ともに受診率向上に努めることで、3歳児歯科健康診査時にむし歯がない児の割合を高い数値で維持することが

成果
できた。

　妊産婦歯科健康診査は妊産婦だけではなく、子どもの歯科相談・指導にも応じている。親子で共に歯科口腔衛生を心が

けるきっかけとなるように、より妊産婦歯科健診の受診率向上を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の率（％） 93.8 94.5 94.5 94.5 94.5
指標

指標
　3歳児歯科健康診査時にむし歯がない児の率（令和3年度）

他市との 　碧南市95.5％　安城市93.0％　知立市92.8％　高浜市91.8％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,505 29,149 27,539 29,643 合計 27,539,426 円
需用費 81

Ｄ

2,595 円

財
　
源

　

特定財源 0 1,735

　

0 0 役務費 346,0

　

00 円
委託料 26,

Ｏ

380,831 円

一

　

般財源 25,505 2

　

7,414 27,53

∧

9 29,643

職員人

　

件費　② 4,181 4

　

,240 5,722 1

実

0,410

総事業費（

　

①＋②） 29,686

　

33,389 33,2

施

61 40,053

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ４年度特定

∨

財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

４

容 母子保健の推進

目
　

年

　
　
的

　口腔の保護育

度

成を目指し、歯の健康

評

づくり

主
た
る
内
容

　妊

価

産婦、1歳6か月児、

）

2歳児、2歳6か月児

刈

、
を推進することで、

谷

将来を担う子どもたち

市

と 3歳児を対象にした

事

歯科健康診査、口腔衛

務

生に
その母親の健全な

事

歯科保健意識の向上を

業

図る｡ 関する健康教育

評

等を実施する。

位
置
づ

価

け

関連計画 健康日本2

シ

1かりや計画

根拠法令

ー

母子保健法

対象者 市民

ト

（妊産婦、乳幼児及び

（

その保護者） 事業期間

様

～

実施方法 ■直営　■

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

代

績

２年度実績 ３年度実

育

績 ４年度実績 ５年度計

成

画

・妊婦歯科健診　 

部

   730人 ・妊婦

一

歯科健診　    7

般

97人 ・妊婦歯科健診

会

　     746人

計

・妊産婦歯科健康診査

母

は、受
・産婦歯科健診

子

　    656人 ・

歯

産婦歯科健診　   

科

 624人 ・産婦歯科

健

健診　　　 710人

康

　診券を交付し、医療

診

機関委
・1歳6か月児

査

健診　1,423人 ・

事

1歳6か月児健診　1

業

,316人 ・1歳6か

担

月児健診   1,2

当

83人 　託にて実施。

課

・2歳児歯科健診　 

子

1,028人 ・2歳児

育

歯科健診　 1,01

て

0人 ・2歳児歯科健診

支

    1,005人

援

・幼児の健康診査につ

課

いては
・2歳6か月児

款

　      927

項

人 ・2歳6か月児　 

目

     973人 ・

担

2歳6か月児    

当

     934人 　

係

対象者に案内文を送付

母

し、
・3歳児健診　 

子

    1,395人

保

・3歳児健診    

健

 　1,417人 ・3

第

歳児        



第

　3歳児健診    

2

      107件

係

　3歳児健診    

4

      139件

1

　ひまわり相談室  

2

    22件 　ひまわり相談室      18件 　ひまわり相談室      16件
・栄養相談　         320人 ・栄養相談　         320人 ・栄養相談　         333人

　助産師等の訪問指導により母親の育児不安の軽減を図るとともに、継続支援につなげることができた。また、発達相談

成果
や栄養相談・母乳相談等を必要に応じて実施し、継続支援を行うことができた。

 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の中止や縮小などがあったが、感染予防対策を行いながら事業を実施で

きた。

　あかちゃん訪問については、申し込みのない産婦あてに勧奨はがきを郵送したり、育児相談を兼ねた勧奨電話を実施し

ているが、申し込みをしやすい方法や、より早期の利用につなげられるよう検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 あかちゃん訪問利用率（％） 70.1 82.5 81.8 90.0 90.0
指標

 
指標

　あかちゃん訪問の担当スタッフについては、他市では保健師、助産師、看護師、保育士等が配置されてい
他市との るが、当市ではすべてのあかちゃん訪問に助産師が出向いている。
比較検証

Ｄ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

　

ス
　
ト

単位：千円
２年

　

度 ３年度 ４年度 ５年度

　

４年度

（決算） （決算

Ｏ

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 1

　

2,085 13,87

∧

8 13,610 16,

　

674 合計 13,60

　

9,848 円
報償費

実

4,872,000 

　

円

財
　
源

特定財源 3,

　

804 4,500 4,

施

316 5,400 需用

　

費 232,977 円

　

役務費 102,000

∨

 円

一般財源 8,281 9,378 9,294 11,274 委託料 8,402,871 円

職員人件費　② 22,175 20,971 24,169 25,029

総事業費（①＋②） 34,260 34,849 37,779 41,703

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

６年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

令和５

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

福祉安全

基本施策 健康

和

づくり
施策体系

施策の

４

内容 母子保健の推進

目

年

　
　
　
的

　子どもが健

度

やかに生まれ育つ環境

評

づくりを

主
た
る
内
容

〇

価

子育て時期の保護者と

）

子どもに対して、安
推

刈

進し、母親の育児不安

谷

等の解消を図る。 　心

市

して育児ができるよう

事

発達相談及び健康
　診

務

査事後指導としての教

事

室を行う。
〇あかちゃ

業

ん訪問として、安心し

評

て育児がで
　きるよう

価

新生児、乳児、産婦を

シ

訪問して、
　保護者の

ー

多様な相談に応じる。

ト

位
置
づ
け

関連計画 健康

（

日本21かりや計画、

様

刈谷市子ども・子育て

式

支援事業計画

根拠法令

１

母子保健法

対象者 市民

）

（乳幼児及びその保護

会

者） 事業期間 平成２１

計

年度 ～

実施方法 ■直営

名

　■委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

２年度実績 ３年

会

度実績 ４年度実績 ５年

計

度計画

・あかちゃん訪

育

問利用 984件 ・あ

児

かちゃん訪問利用1,

健

154件・あかちゃん

康

訪問利用1,118件

支

あかちゃん訪問、発達

援

相談、
（産婦数972

事

人） （産婦数1,13

業

7人） （産婦数1,1

担

02人） 栄養相談、乳

当

幼児健康診等に
・発達

課

相談　 ・発達相談　 ・

子

発達相談　 おいて必要

育

に応じ育児支援を
　1

て

歳6か月児健診   

支

  130件 　1歳6

援

か月児健診     

課

146件 　1歳6か月

款

児健診     16

項

0件 実施する。
　チュ

目

ーリップ相談室  6

担

8件 　チューリップ相

当

談室  84件 　チュ

係

ーリップ相談室  8

母

2件
　2歳・2歳6か

子

月児健診 86件 　2

保

歳・2歳6か月児健診

健

 97件 　2歳・2歳

第

6か月児健診 93件

1

　3歳児健診    

・

      118件



係

4 1

Ｃ

2

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,071 11,088 4,452 7,227 合計 4,452,000 円
役務費 34,000 円

財
　
源

特定財源 1,851 2,078 129 0 扶助費 4,418,000 円

一般財源 10,220 9,010 4,323 7,227

職員人件費　② 6,048 7,268 5,722 6,583

総事業費（①＋②） 18,119 18,356 10,174 13,810

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 一般不妊治療費助成事業費補
助金（県）

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 福祉

令

安全

基本施策 健康づく

和

り
施策体系

施策の内容

４

母子保健の推進

目
　
　

年

　
的

　子どもを欲して

度

不妊検査及び不妊治療

評

を受

主
た
る
内
容

　不妊

価

検査、一般不妊治療及

）

び人工授精に要
けてい

刈

る夫婦に、その費用を

谷

助成することに した費

市

用のうちの自己負担額

事

（保険適用分）
より経

務

済的な負担の軽減を図

事

る。 の2分の1で10

業

万円を限度とする。

位

評

置
づ
け

関連計画  

根拠

価

法令 刈谷市不妊治療等

シ

助成金支給要綱

対象者

ー

市民（婚姻関係にある

ト

夫婦） 事業期間 平成１

（

８年度 ～

実施方法 ■直

様

営　□委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業

世

　
実
　
績

２年度実績 ３

代

年度実績 ４年度実績 ５

育

年度計画

・助成件数　

成

283件 ・助成件数　

部

260件 ・助成件数　

一

183件 ・助成件数　

般

240件見込み
・助成

会

金額　12,071,

計

000円 ・助成金額　

不

11,054,000

妊

円 ・助成金額　4,4

治

18,000円 ・助成

療

金額　7,200,0

費

00円

　申請者の経済

助

的負担の軽減を図るこ

成

とができた。

成果

　よ

事

り多くの夫婦が治療を

業

受けられるよう、周知

担

に努めるとともに、申

当

請方法や場所など検討

課

する必要がある。

課題

子

指標名称（単位）
実績

育

値 目標値

２年度 ３年度

て

４年度 ５年度 ７年度

活

支

動 不妊治療費助成件数

援

（件） 283 260 1

課

83 240 240
指標

款

 
指標

　助成金額（1

項

件あたり上限額）
他市

目

との 　碧南市上限なし

担

、高浜市・知立市・安

当

城市・西尾市各5万円

係

、みよし市・大府市各

母

10万円
比較検証

子保健第2



1

周知を図るとともに、

係

適切な

支援に繋げる必

4

要がある。
課題

　ヘル

1

パー派遣は現状は産後

2

のみである。今後は、市民のニーズを把握するとともに産前ヘルパー派遣についても必要性

を検討していく。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

成果 産後ホームヘルパー利用者数（人） 33 44 24 30 30
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,545 3,140 1,913 3,487 合計 1,913,345 円
委託料 1,913,345 円

財
　
源

特定財源 487 664 338 840

一般財源 2,058 2,476 1,575 2,647

職員人件費　② 3,024 3,066 3,802 3,521

総事業費（①＋②） 5,569 6,206 5,715 7,008

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 ホームヘルパー派遣手数料

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安全

基本施策 健康づ

和

くり
施策体系

施策の内

４

容 母子保健の推進

目
　

年

　
　
的

 産後の母親の

度

身体的、精神的負担の

評

軽減を図

主
た
る
内
容

〇

価

産後における母親の健

）

康を守るため核家族
る

刈

。 　世帯を対象にホー

谷

ムヘルパーを派遣し家

市

事
　支援を行う。
〇刈

事

谷市社会福祉協議会へ

務

委託し、産後2か　
　

事

月（多胎児の場合は4

業

か月）の間に1日1回

評

3
　時間以内、30日

価

を限度にヘルパーを派

シ

遣　
　し、家事援助を

ー

行う。

位
置
づ
け

関連計

ト

画 男女共同参画プラン

（

根拠法令 刈谷市産後ホ

様

ームヘルパー派遣事業

式

実施要綱

対象者 市民(

１

産後2か月以内の母親

）

の家族） 事業期間 平成

会

１６年度 ～

実施方法 □

計

直営　■委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２年度実績

般

３年度実績 ４年度実績

会

５年度計画

・利用者　

計

33人 ・利用者　44

産

人 ・利用者　24人 ・

後

希望者に対し、ヘルパ

ヘ

ーを
・平均利用日数　

ル

11.7日 ・平均利用

パ

日数　12.4日 ・平

ー

均利用日数　11.7

派

日 派遣する。
・平均利

遣

用時間　22.8時間

事

・平均利用時間　25

業

.0時間 ・平均利用時

担

間　24.5時間

　支

当

援が必要な母親に適切

課

な周知を行い、利用者

子

の身体的、精神的負担

育

を軽減することができ

て

た。利用者数が減少し

支

た背

成果
景には育児休

援

暇の取得率が上昇した

課

こと、新型コロナウイ

款

ルス感染症対策におけ

項

る県をまたいでの移動

目

制限の緩和により

里帰

担

り出産ができたことが

当

考えられるが今後もそ

係

のような社会背景を考

母

慮し実施していく。

　

子

産後うつの予防や産後

保

における心身の回復の

健

ため、支援者のいない

第

産婦に対して効果的な


